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○議長 奥田信宏君 

  皆さん、おはようございます。 

  平成30年第３回蟹江町議会定例会継続会を開催をいたしましたところ、昨日に引き続き定

刻までにご参集いただきまして、まことにありがとうございます。 

  議員の皆さんにお願いがあります。 

  本日、申請に基づき、出席議員へのタブレットの持ち込みを許可をいたしております。議

員の皆さんは、傍聴人の方々に誤解を与えない利用形態としていただきますようお願いをい

たします。 

  ただいまの出席議員は14名です。定足数に達しておりますので、本日の会議を開きます。 

  本日の議事日程は、お手元のとおりです。 

  日程第１ 「一般質問」を行います。 

  順次発言の許可をいたします。 

  質問９番 松本正美君の１問目「児童虐待防止の対応策は大丈夫か」を許可をいたします。 

  松本正美君、質問席へお着きください。 

○１番 松本正美君 

  おはようございます。 

  １番 公明党の松本正美でございます。 

  ただいま議長より許可をいただきましたので、１問目「児童虐待防止の対応策は大丈夫か」

について質問をさせていただきます。 

  この児童虐待につきましては、昨日、飯田議員からも質問がありました。若干重なる部分

もありますが、よろしくお願いをいたします。 

  児童虐待は依然として深刻な状況にあり、そうした状況を示す数値が警察庁、厚生労働省

から公表をされています。平成29年度上半期の警察による児童虐待への対応状況は、上半期

１月から６月に全国の警察が虐待があるとして児童相談所に通告を行った18歳未満の児童数

は３万262人で、前年比23.5％となっているところであります。５年前の平成24年上半期が

7,271人であったことを比較すると4.1倍であり、警察への通報の増加とともに、警察も積極

的に児童相談所に通告を行っている状況が明らかとなっているところであります。 

  児童虐待の種類別の状況は以下のとおりであり、特に心理的虐待が大きな割合を占めてい

るところであります。 

  １つには、身体的虐待が5,723人、18.9％、２つには、性的虐待が97人で0.3％、３つには、

怠慢・拒否（ネグレクト）が3,036人、10.0％、４つ目には、心理的虐待が２万1,406人、

70.7％、そのうち面前のＤＶは１万3,859件と45.8％の状況であります。 

  増加の要因といたしましては、児童相談所の共通ダイヤル189の浸透、面前のＤＶを心理

的虐待として位置づけたこと、さらに警察からの通告の増加等が考えられているところであ
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ります。 

  愛知県では、児童福祉法第12条に規定する児童相談所として、名古屋を除く地域に10カ所

の児童相談センターが設置され、児童に関する専門的な相談に応じているところであります。

児童相談センターの29年度の相談対応件数のうち、児童虐待相談は4,364件で、過去最多で

あった平成28年度の4,297件に比べ、さらに67件増加し、８年連続して過去最多件数を更新

しているところであります。 

  愛知県でも児童虐待相談の増加の要因は、引き続き警察からの通報が増加しているところ

であります。増加しているのは、保護者がＤＶを子供に見せることによる心理的虐待で、平

成28年度に引き続き平成29年も心理的虐待が虐待相談の半数を超えている状況でありました。 

  先月、８月30日の最新の新聞報道によれば、全国の児童相談所が2017年度に対応した児童

虐待件数は前年度比１万1,203件、9.1％増の13万3,778件であることも厚生労働省のまとめ

でわかりました。これは先ほどから述べているように、子供の目の前で親が配偶者に暴力を

振るう面前ＤＶの警察からの通報がふえたことが主な原因であり、1990年度の統計開始以来

27年連続で最多を更新しているところであります。 

  厚労省では、毎年11月を児童虐待防止推進月間と定め、家庭や学校、地域において、児童

虐待問題に対する深い関心と理解が得られるように、広報・啓発やいろんな取り組みを進め

ていますが、依然として父母らによる暴力やネグレクト、育児放棄、最近では心理虐待など

が増加しているところであります。また、近隣住民などからの通報がふえ、虐待が発覚しや

すくなったことも挙げられております。 

  当町の児童虐待について、児童虐待の強化対策を図るために、児童福祉法が平成28年度に

改正されましたが、これまで改正による当町への影響はどうだったのか伺いたいと思います。

あわせて、当町における28年度からの児童虐待相談対応件数とその内容についてお伺いした

いと思います。 

○子ども課長 舘林久美君 

  それでは、ご質問いただきました法改正による当町への影響について、まずご説明させて

いただきます。 

  平成28年度の法改正による当町への影響といたしましては、要保護児童対策地域協議会の

調整担当者研修が平成29年４月から義務化されたことを受けまして、担当職員が５日間の講

義及び演習の研修を終え、より専門的な知識を持って対応させていただいているところでご

ざいます。 

  続きまして、虐待件数とその内容についてお答えさせていただきます。 

  平成28年度からの虐待件数につきましては、平成28年度におきましては、性的虐待が１件、

ネグレクトが13件の合計14件でございました。昨年度、平成29年度におきましては、身体的

虐待が７件、ネグレクトが11件、面前ＤＶを含みます心理的虐待が15件の合計33件でござい
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ます。 

○１番 松本正美君 

  今課長さんのほうからお話がありましたが、28年度の蟹江町はどうだったかということで

お話がありました。要保護のそうした取り組みが行われているということで、会議が行われ

ているということで、以前はそういう会議はなかったが、今回29年度から会議が開かれてい

るということでありました。 

  依然として先ほど虐待相談対応件数のうち、医療関係や、そうしたいろんな状況等もある

わけなんですけれども、今お話がありましたように、虐待件数の中ではやっぱり心理的虐待

が全国的にもふえてきている。本町も一緒のようなことが起きているという、そういった状

況でありました。 

  もう少しちょっと詳しくお伺いしたいんですけれども、この虐待相談件数のうち、医療機

関、また学校、幼稚園、保育園、警察等からの通報件数は何件あったでしょうか。わかる範

囲内でちょっと教えていただきたいと思います。 

○子ども課長 舘林久美君 

  昨年度についての件数を申し上げさせていただきます。通報の内容といたしましては、児

童保護者からの110番通報が６件、ご近所からの110番通報が５件です。あわせて学校、幼稚

園、保育所等からの役場への通報が６件と確認させていただいております。 

  以上でございます。 

○１番 松本正美君 

  ありがとうございます。 

  虐待が、特に心理的虐待というのがふえてきておるわけなんですけれども、今もお話があ

りましたように、110番からの通報があるということもお話がありました。特に心理的虐待

の背景の中には、ひとり親家庭だとか、経済的困難なそういった家庭、また、孤立、夫婦間

の不和とか、育児疲れによってそういった虐待が起きているということが考えられるわけな

んでありますが、特に当町の心理的虐待がふえている原因、要因は何か、ちょっとお伺いし

たいと思います。わかる範囲内でいいのですので、よろしくお願いします。 

○子ども課長 舘林久美君 

  すみません、やはり心理的虐待ということになりますと、先ほども申し上げたように、夫

婦げんかだとか、夫婦げんか以外にも別の方がおうちに来てというところで、内縁というと

ころのけんかを子供の前でというところが多く確認させていただいております。 

  以上でございます。 

○１番 松本正美君 

  いろんなパターンがあると思うわけなんですけれども、この原因は何かということで、部

長もみえますので、そういったことを含めて、今後の対応策を考えてみえるんだったら、少
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しお話しください。 

○民生部長 寺西 孝君 

  当町におきまして心理的虐待が急速にふえている、そういったところは本当に悩んでいる

ところでございます。１つ、心理的虐待がふえている原因について、私からも少しお話をさ

せていただきたいんですけれども、まず今子ども課長のほうから、親のＤＶ等、言葉の暴力

等で件数がふえているんですけれども、この親のＤＶによって、その親のＤＶを見ることに

よって、その子供、警察が把握したその子供の数がそのまま児童相談所のほうに虐待件数、

心理的虐待を受けたということで報告されます。ですので、ＤＶがあったおうちに２人お子

さんがいて、それを目撃していれば２件、これが児童相談所のほうに通報される。このこと

によって、心理的虐待が数として急速にふえているというふうに考えております。しかしな

がら、現状は全体の件数もふえているというのも危惧しているところではございます。 

  私どもといたしましては、今般専門の研修を１人愛知県のほうに派遣いたしまして、５日

間研修を受けさせていただきました。こういった担当を大いに活用させていただいて、虐待

の防止に努めてまいりたいと、そのように思っております。 

  以上でございます。 

○１番 松本正美君 

  ありがとうございます。 

  心理的虐待でありますので、今部長のほうからもそういった対応を図っていきたいという

お話をされてみえるわけなんですけれども、特に精神面でのそういう親御さんの悩みという

のは大きいんではないかなと、私はこのように思います。 

  そういう意味では、今、蟹江町がこのたび子育てサークルの活動を進めていきたいような

ことをホームページ等でも載せてみえます。これは非常にいいことだなと、このように思う

わけなんですね。親御さんの負担を少しでも軽くしてあげるためには、こうした取り組みは

非常にいいことだなと、このように思っておりますので、ぜひ進めていただきたいなと思い

ますので、これを要望しておきますので、お願いいたします。 

  次にまいります。 

  次に、これまで児童虐待で亡くなられた子供は３歳以下の事例が多く、特にゼロ歳児は最

も多く被害に遭っていると報告をされております。虐待死した子供の実母の多くが、若年妊

娠や望まない妊娠など、問題を抱え、医療機関での健診や行政サービスを受けておらず、育

児不安を抱えながらも、誰にも相談できず、孤立を深めていることが虐待を生む原因になっ

ているとも指摘をされているところであります。 

  現在、当町では、乳幼児の健診未受診者に対して、再度の案内通知や電話、こんにちは赤

ちゃんの事業などの家庭訪問や、出産から育児などの子育て支援としてプレママ事業にも取

り組んでいただいております。今後、児童虐待防止のためにも、子育てに奮闘中のお母さん
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の妊娠から出産、育児まで切れ目のない支援の充実が求められております。 

  現在、子育てに奮闘中のお母さんを支援するコモンセンス・ペアレンティング講座を導入

する市町がふえております。コモンセンス・ペアレンティングとは、アメリカネブラスカ州

の児童施設が行動心理学に基づいて開発された教育支援プログラムで、誰にもできる子育て

のスキルであります。 

  これは子育てのいらいら、自己嫌悪などの悩みを減らすために、少人数で楽しくしつけの

練習を行うもので、子供への効果的な伝え方や褒め方、注意の仕方、毎日の困り事も一緒に

考え練習するという取り組みであります。当町の若いお母さんの中には、核家族などで孤立

しがちな母親が育児の疲れや不安などから産後鬱に陥る方もあると聞きます。この状態が長

く続くと、子供の虐待へと発展するのではないかと心配もいたすところであります。 

  当町でも、子育て中のお母さんの子育て・援助スキルを持つことにより、支援に役立てて

いただくためにも、コモンセンス・ペアレンティングの講座の導入で児童虐待への対応策と

して取り組んでいく考えはないかお伺いしたいと思います。よろしくお願いします。 

○子ども課長 舘林久美君 

  それでは、ご質問のありましたコモンセンス・ペアレンティング講座の導入で、児童虐待

防止への支援へ取り組む考えはないかについてお答えさせていただきます。 

  このような講座は、子育てに不安を持った保護者の子育てスキルを上げ、自信を持った子

育てができることにつながると思いますので、子育て中の親御さんが集う子育て支援センタ

ーなどを活用して、子育てについての講座を開くことができればと思いますので、検討させ

ていただきたいと思います。 

  以上でございます。 

○１番 松本正美君 

  今課長のほうからもお話がありましたように、コモンセンス・ペアレンティングは非常に

子育てに悩むお母さんにはいいということで、講座を検討していきたいということですので、

ぜひ検討していただきたいなと思うわけなんでありますが、このコモンセンス・ペアレンテ

ィングの講座を導入しています市町では、講座の修了者にアンケートをとったところ、どな

る頻度が半減したと、また、褒めることがふえてたという、そういうアンケートの結果も出

ております。また、自己嫌悪に陥ることが減ったということも、すごく楽になったというこ

とも、好評であるということも言われております。 

  どうか多世代交流センターがオープンいたしますので、ぜひ子育て支援の講座を開いてい

きたいということですので、どうぞそうしたペアレンティングの講座の導入もよろしくお願

いをしたいと思います。よろしくお願いいたします。 

  次にまいります。 

  次に、児童虐待は早期発見が事態の悪化を抑えることにつながると考えます。地域はもち
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ろんのこと、虐待に気づきやすい学校や医療機関などが町や児童相談所との連携を一段と強

めていくことも重要だと考えます。 

  他の市町では、医療現場の理解を促すために、診察時における虐待発見の要点を示したマ

ニュアルを作成し、それに基づく研修会を開催されていると聞いております。当町の虐待ケ

ースで何よりも大切なことは、未然に防ぐことが大変重要であります。相談できる機関を子

供自身に知らせるためのＳＯＳカードを学校を通じて配布するなど、また、医療機関や学校

に対してのマニュアル作成や研修会の開催など、虐待の早期発見、悪化防止につなげていく

ために取り組みはどのように考えてみえるのかお伺いしたいと思います。 

  また、当町では虐待を受けた児童などに関係機関が連携を図り、児童虐待への対応を行う、

先ほどもお話がありました29年度から設置されたということでありますが、要保護児童対策

地域協議会（子どもを守る地域ネットワーク）の設置が求められておったわけでありますが、

既に29年に設置されたということで答弁がありました。これは割愛させていただきますが、

よろしくお願いをいたします。 

  以上です。 

○子ども課長 舘林久美君 

  それでは、順番に回答させていただきます。 

  まず初めに、相談機関についてでございます。子供への相談機関の周知につきましては、

ことしの４月以降に各学校経由で全児童・生徒に対しまして、子ども人権ＳＯＳミニレター

が配布されております。それでもって、子供たちにはＳＯＳの発信方法が周知されたところ

でございます。 

  次に、マニュアル作成についてですけれども、具体的なマニュアルの作成はしておりませ

んが、毎月、児童虐待実務担当者検討会議を開催いたしまして、教育機関、健康推進課、保

健センター及び児童相談所におきまして、要保護児童・要支援児童につきましての状況報告

をさせていただき、最新の状況で情報共有ができているところでございます。 

  また、その会議におきまして、ことしの８月から構成機関といたしまして、警察官の参画

の促進が愛知県警より促されましたので、当町でも早速参加していただき、情報共有が警察

とも進んでいるところでありますので、これまで以上に早期発見、悪化防止につながるので

はと考えております。 

  以上でございます。 

○１番 松本正美君 

  ありがとうございます。 

  特に、今回虐待の早期発見、悪化防止に取り組んでいただきたいわけでありますが、特に

先ほど学校におけるＳＯＳカードの学校を通じての配布ということで、今課長のほうからも

ＳＯＳということで、子ども人権のミニレターが配布されているということであります。こ
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れは法務省から出ているということをお聞きしております。これは全国の小・中学校へ配布

をされていると。 

  また、そのほか、24時間子どもＳＯＳダイヤルだとか、また子どもＳＯＳカードとか、そ

ういったいろんな取り組みがなされているというようにもお聞きをしております。この利用

促進については、これは教育長のほうがよくわかってみえると思いますので、利用促進につ

いてちょっとこのＳＯＳのミニレター、また人権の110番だとか、ＳＯＳダイヤルだとか、

そこらわかってみえると思いますので、細かい内容をちょっとお聞きできればと思います。 

○教育長 石垣武雄君 

  今ＳＯＳのミニレターということでありますが、先ほど子ども課長のほうからお話があっ

たと思いますけれども、子供たちにこういうのがあるよということで、置いているとか、配

っているとか。これの内容については学校の先生は知りません。子供が書いて、書いたこと

もわからない。それを封書で入れて出すと。それで、人権委員さんが法務省へ行って、地区

とか、いろいろなところへ還元して、このような訴えがあるよということでありますので、

実際に例えば蟹江町内でそういうＳＯＳのレターが何通出たとか、そういうことはちょっと

把握をしておりません。何か関係あるときに、ひょっとすると問い合わせがあるかもしれま

せんが、今のところそのあたりはちょっと把握しておりません。 

  ただ、先ほど言われたほかのカードとか、いじめ、不登校もそうですけれども、そういう

のを子供たちに知らせることは当然やっております。これは実は、私は思うんですけれども、

子供が一番簡単に考えれば学校の先生に言えばいいんですね。でも、学校の先生にも話せな

い。お友達もどうだろう。そういうときにこれを活用しなさいということで、誰にもわかる

ことなく相談をかけて、そして人権委員さんのアドバイスを受けながら、電話をかけるとか

何かだろうと思いますが、そんな形であろうと思います。 

  ちなみに、今私が言ったのは、自分で発信できない子で、自分で発信できる子は、例えば

担任の先生、いや、担任の先生が難しいなと思えば保健の先生、養護教諭の先生に相談をか

けて、また、学校のほうも発育測定とか、そういうものがありますので、そういうところで

実際にあざとかないか、そういうこともお話をしたりしておるんですけれども、そういうよ

うな子供の訴え、こちらの発見、それ以外の方法でこういうものをということで考えられた

ものだというふうに思っております。 

  以上です。 

○１番 松本正美君 

  ありがとうございます。 

  特に、今教育長のほうからお話がありました。この夏休み明けの９月というのは、非常に

子供たちが悩める、そういったときでもあるし、そういう意味では児童・生徒の家庭内での

問題が原因となって、虐待だとか、また自殺へと発展していくケースもあるということもお
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聞きしておりますので、どうかそこらのところも含めて教育のほうでしっかりお願いしたい

なと、このように思います。 

  それと、先ほどこの９月に要保護児童対策地域協議会が設置されたということで、まだ設

置されてないかなと思いまして、今回質問に上げさせてもらったんですけれども、そういう

ことをお話をいただきました。 

  特に今回私がお伺いしたいのは、東京目黒区で起きました両親に虐待された５歳の女の子

が死亡したという事件がありましたね。そういう意味で、転居する前後に児童相談所で適切

に情報の共有がされていなかったとの問題も指摘されているわけでありますが、特に虐待の

おそれのある子供の家庭が転居等によって当町を離れてしまったときの他行政との連絡、そ

ういったことを共有はどのように考えてみえるのか、ちょっとお聞きしたいと思います。 

○子ども課長 舘林久美君 

  それでは、お答えさせていただきます。 

  転出の際の対応なんですけれども、虐待会議ケース検討に上がっているような児童につき

ましての転出については、転出先へ必ず情報提供をさせていただいておりますので、現段階

で蟹江町で情報が途切れるということはなく、転出先でも即対応できるような体制がとれて

いるところだと思います。 

  以上でございます。 

○１番 松本正美君 

  蟹江町ではそうした共有ができておるということで理解してよろしいということですね。 

  特に、要保護児童対策地域協議会の中で、いろんなことが話されると思うわけなんですけ

れども、その団体の皆様ですね、学校だとか保育園、幼稚園、医療機関など、いろんな方が

集まってみえるかと、このように思いますが、そうした早期発見、悪化防止のための情報の

共有ですね、そうした推進なんかはどのように図られているのか、ちょっとお聞きしたいと

思います。わかっている範囲内でよろしいです。 

○子ども課長 舘林久美君 

  先ほども申し上げたとおりなんですけれども、教育委員会につきましては、教育課におい

て各学校の調整をとっていただいております。情報を吸い上げていただいております。私ど

もの子ども課におきましては、保育所内での情報を担当から吸い上げて、それを持ち寄って

情報共有をさせていただいているところでございます。 

  以上です。 

○１番 松本正美君 

  情報の共有はされているということで理解してよろしいですね。 

  関係機関との効率的な共有の進め方の１つとして、今ＩＣＴの活用ということが広く推進

を叫ばれておるわけなんですけれども、こうしたＩＣＴを活用したシステムの整備の推進な
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んかも児童対策地域協議会の協議の場ではお話がありますか。 

○子ども課長 舘林久美君 

  ＩＣＴの活用については、今、現段階の会議においての議題には上がっておりません。 

  以上でございます。 

○１番 松本正美君 

  ぜひこうしたＩＣＴの活用も非常に今後大事になってくると思いますので、協議会に参加

されたときに、ひとつまた要望をお願いしたいなと、このように思いますので、よろしくお

願いいたします。 

  次に、児童虐待防止緊急対策と総合対策についてお伺いしたいと思います。 

  政府は、７月20日に虐待を防ぐ体制強化の緊急総合対策を決めました。この対策の柱は、

ことし３月に起きた東京都目黒区の事件で明らかになった課題に対処するための緊急対策と、

従来からの防止策を強化する総合対策の２つであります。 

  虐待を防ぐ体制の強化の背景には、今回の事件で亡くなった女の子を含む一家は、ことし

１月に香川県から東京へ転居しました。これに伴って、本来、児童相談所間で共有するはず

だった虐待の危険性など、情報が適切に共有されていませんでした。 

  そこで、緊急性が高い場合は対面での引き継ぎを原則とするなど、児童相談所の支援を受

けている家庭が転居した際のルールを見直し、全国的に徹底がされました。このことを受け

て、児童相談所が虐待通告を受け、48時間以内に子供の安全を確保できない場合は、児童相

談所などが立入調査を実施することを決めました。 

  政府は虐待の緊急対策といたしまして、乳幼児健診を未受診だったり、保育所などに通っ

ていなかったりする安全確認ができない子供の実態を９月末までに全国の市町村で実態把握

することになっていますが、当町の取り組みをお伺いしたいと思います。 

  また、緊急対策に加え、総合対策では、新たに市町村の体制強化を盛り込んだ児童虐待防

止対策体制総合強化プランを年内に策定することになっていますが、児童虐待防止対策体制

総合強化プランの策定の内容と取り組みについてお伺いしたいと思います。 

○子ども課長 舘林久美君 

  それでは、ご質問のありました件について順番に答弁させていただきます。 

  まず、乳幼児健診未受診の場合の確認方法につきましては、健康推進課にて確認させてい

ただきましたことをお答えさせていただきます。 

  未受診の児童に対しましては、２回までは文書での通知をさせていただいているところで

ございます。それでもなお連絡がとれない場合につきましては、電話連絡、家庭訪問、保育

所や幼稚園などの所属先への確認を行い、個別での対応をさせていただいております。その

結果、現在、蟹江町におきまして、安全確認ができていない児童はゼロ件と受けております。

また、保育所などを長期的にお休みする場合などは、必ず家庭訪問を行い、必ず児童の確認



－143－ 

をさせていただいているところです。 

  次に、国が示す強化プランについての策定内容は、国が示すものであります。その策定内

容につきましては、児童相談所の体制強化と市町村の体制強化の２つがございます。その中

で、市町村の体制強化につきましては、子ども家庭総合支援拠点の強化及び要保護児童対策

地域協議会の強化となっているところです。具体的に申し上げますと、相談体制を強化する

ために必要な職員の確保、要保護児童対策地域協議会の調整機関の職員を専門職員の配置と

して支援していくこととなっております。先ほどの回答の中でもご説明させていただいたん

ですけれども、当町におきましては、担当職員につきましては専門研修を受講済みでありま

すので、再度ご報告させていただきます。 

  以上でございます。 

○１番 松本正美君 

  ありがとうございます。 

  今回の国が示してます対策について、一応蟹江町では子供の安全ということは確認済みと

いうことで結構でよろしいですか。一応蟹江町ではゼロ件であるということでお聞きいたし

ました。 

  また、総合対策については、これは国の施策でもありますが、蟹江町においても体制強化

をしていかなければいけないということであります。特に、子供総合拠点のそうした取り組

みもやっていかなければいけない。相談体制の強化も図っていかなければいけないというこ

とであります。 

  国立成育医療センターの研究所によれば、虐待対策を効果的に進めるには、保健機関の妊

娠期からシステム的支援や児童相談所及び市区町村の虐待事例報告システムの改善、また、

虐待対策の地域アセスメントが重要であるとも言われております。当町では、児童虐待強化

支援対策といたしまして、今先ほども相談体制の強化だとか、子ども家庭総合支援拠点の設

置だとか、こういったことも求められておりますので、これは民生部長にお聞きしたほうが

いいと思いますので、それを含めて答弁がいただければ、よろしくお願いいたします。 

○民生部長 寺西 孝君 

  私も今、体制の強化というところでご答弁させていただきたいと思いますけれども、ここ

数年来、虐待実務担当者会議というのを行ってまいりました。重なる答弁となりますけれど

も、保健センターで持っている子供の情報、就学児童の情報は教育委員会の職員から、そし

て、未就学の部分については子ども課の職員、そして、それに児童相談所が交わっての会議

を毎月行っているところでございます。それに加え、今回から警察署の担当さんも加わって、

これは目黒の事件を受けてだと思いますけれども、さらに体制を強化させていただいておる

ところでございます。 

  そこで感じますのは、やはり毎月それぞれの持ち寄ったケースを地道に検討することで、
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それぞれの機関が情報の共有もできますし、信頼関係もできてまいります。ですので、もし

当町で万が一のことがあった場合には、児童相談所、警察、それと私どもが極めて迅速に対

応がとれるんではないかと、そのように今の時点では考えております。 

  あと、厚生労働省が児童相談所の強化を掲げておりますけれども、こちらについても、私

どもとしては積極的に児童相談所と協力し合って進めてまいりたいと思っております。 

  以上でございます。 

○１番 松本正美君 

  ついでで申しわけないですけれども、ありがとうございます。 

  もう１つ、これは通告書には載ってなかったんですけれども、子ども家庭総合支援拠点の

設置、これはもう28年度から言われてますので、ちょっとこの設置についてもお伺いしたい

なと。先ほど課長のほうからもお話が出てましたので、よろしくお願いいたします。 

○民生部長 寺西 孝君 

  重なる答弁となります。すみません。 

  私どもといたしましては、さらなる体制の強化をとりまして、今議員がおっしゃられた子

ども家庭総合支援拠点としての体制を、現状では実務担当者会議、さらに要保護児童の地域

協議会、このさらに強化を図ることによって、現状では果たしていると考えておりますけれ

ども、さらにこれに向けて取り組んでいきたいと、そのように考えております。 

  以上でございます。 

○１番 松本正美君 

  ありがとうございます。 

  子ども家庭総合支援拠点の配置というのは、非常に大事なことだと思いますので、国もこ

のように進めるように言ってますので、よろしくお願いをいたします。 

  ちょっと町長のほうにお聞きしたいんですけれども、よろしいでしょうか。 

  当町の児童虐待の対応策は、虐待を防ぐことができるという認識に立って、行政側は最新

の情報を学び続けていくことが求められております。子供は声を出せないので、行政がきち

んと子供を守るべき対応策を考えていかなくてはならないと思います。核家族や地域の人間

関係の希薄化する中、ますます行政が担う役割は重要であります。当町でも新たな児童虐待

を防止するためには、さらなる拡充と新たな対応策が求められていますが、横江町長のご見

解をお伺いしたいと思います。 

○町長 横江淳一君 

  それでは、松本議員のご質問にお答えをしたいと思います。 

  児童虐待の防止の対策云々については、これといった特効薬があるかというと、それぞれ

の地域に1,740以上の自治体が日本にはあるわけでありますので、それぞれのやり方が僕は

基本的にはあるというふうに思っています。 
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  ただ、本当にありがたいことに、蟹江町ではしっかりとした対応を今現在させていただい

ておりまして、そういう案件が１つもない。ただ、過日報告があった東京目黒の本当に痛ま

しいあのような状況は絶対起こしてはならないということを踏まえて、関係各位にはしっか

りと指示を出させていただいてございます。 

  町が大きくなればなるほど、地域の関係が希薄になっていくというのは、蟹江町だけでは

ないというふうに思っています。今後とも安心・安全、そして住みやすいまちづくりを建設

するためにしっかりと頑張ってまいりたいというふうに思ってございます。 

  以上です。 

○１番 松本正美君 

  よろしくお願いいたします。 

  次に、広報・啓発の強化についてお伺いします。 

  保護者に対して子育て知識、相談先社会資源などの伝達、社会的孤立を防止するための働

きかけなど、支援を必要とする保護者に向けた啓発の取り組み、地域の力で子供と家庭を支

える環境づくりの推進は重要な取り組みであります。 

  ことしも虐待防止推進月間を11月に迎えます。公用車に虐待防止推進月間のわかるマグネ

ットを張るなどの啓発や、町内全体的な虐待防止の広報・啓発の推進はどのように考えてみ

えるのかお伺いしたいと思います。 

○子ども課長 舘林久美君 

  それでは、お答えさせていただきます。 

  まず、昨年度につきましては、広報紙及び庁舎電子掲示板におきまして啓発活動を行いま

した。あわせて町内のイベントの際に啓発物、ティッシュになるんですけれども、これをお

配りして啓発活動をさせていただいたところです。今年度においても同様に考えております。 

  以上でございます。 

○１番 松本正美君 

  啓発のほうもしっかりよろしくお願いいたします。 

  特に、若年のお母さんから、なかなか相談がしにくいということで、全国では匿名でも相

談できるというシステムが組んであるわけなんですけれども、そういったインターネットを

活用した相談窓口、そういった取り組みができるようにできないかどうなのか。匿名でも相

談ができるような窓口ができないかというちょっとご相談もいただいてますので、課長のほ

うで答弁ができればよろしくお願いします。 

○子ども課長 舘林久美君 

  インターネットによる子供の虐待等の相談についてなんですけれども、政策推進課とちょ

っと調整をさせていただきながら、そんなコーナーが設けられるかどうかというのは確認を

させていただきたいと思います。 
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  以上でございます。 

○１番 松本正美君 

  ひとつそうした匿名の方で相談ができるならということで、そういうお聞きしております

ので、そういったこともよろしくお願いしたいと思います。 

  それと、子供虐待通報の相談ということで、24時間受け付けている全国のダイヤル189番、

この通話料を無料にする方針が国のほうで示されました。これは相談自体は無料であります

が、通話料金が発生することを伝える冒頭の音声案内で、相談窓口につながるまでに電話が

切れてしまうケースが多いためということが言われております。着実に子供の安全確認や支

援につなげられるようにするために、対策強化策といたしまして、通話料の無料化、24時間

相談に対応するスタッフをふやして運用の改善に取り組んでいくと国は言っております。 

  それで、今回、そうした意味を含めて、全国共通ダイヤルの189番の運用が無料化になっ

たということを皆さんに周知徹底をまた図っていただきたいなと、このように思いますが、

この周知徹底、啓発については、ちょっとお考えをお伺いしたいと思います。 

○子ども課長 舘林久美君 

  昨年度もさせていただいたんですけれども、今年度も町内のイベントにおきまして、189

を周知させていただくティッシュを愛知県のほうからいただいて啓発していきたいと思って

おります。 

  以上でございます。 

○１番 松本正美君 

  どうか啓発のほうをしっかり取り組んでいただきたい。なかなか皆さん啓発されているん

ですけれども、伝わってない部分が結構ありますので、町内のそういったイベントだけでは

なく、いろんな形を通して周知徹底ができるように取り組んでいただきたいなと、このよう

に思います。 

  全国的にも心理的虐待がふえているということであります。当町はおかげさまで、そうい

った今のところは起きてないというお話でありましたけれども、今後起きないとは限らない、

それは保証できないものですから、それに対してしっかりと対策をとって、万全な対応策を

図っていただきたいなと、このようにお願い申し上げまして、１問目の質問を終わらせてい

ただきます。 

○議長 奥田信宏君 

  以上で、松本正美君の１問目の質問を終わります。 

  引き続き、２問目「子育て・介護ダブルケアの支援策を図れ」を許可をいたします。 

○１番 松本正美君 

  ２問目でありますが、１番 公明党の松本正美でございます。 

  ２問目「子育て・介護ダブルケアの支援策を図れ」を質問をさせていただきます。 
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  当町では、子育て、介護、地域福祉など誰もがお互いに支え、支えられる地域共生社会の

構築が求められているところであります。その中で、今後、子育てと介護を同時に行わなけ

ればならないダブルケアの世帯の状態が増加していくことが考えられます。ダブルケアの背

景には、晩婚化による出産年齢の上昇に加え、育児や介護を手伝ってくれる兄弟、姉妹、親

戚の減少といった家族関係の変化が複雑に絡み合っているところであります。 

  ある研究所の調査では、６歳未満の子を持つ母親の約１割が介護に携わっているとのデー

タもあります。共働き世帯での対応に追われる人も多く、その負担は女性に集中していると

の調査結果が出ました。このことからも、今ダブルケアへの支援は欠かせない最も重要な施

策でもあります。 

  ここで、ダブルケアの現状をお話しさせていただきます。 

  平成28年に国が発表いたしました調査によると、実に25.3万人がダブルケアを体験してい

ます。しかし、この調査は就学前の児童を持つ人々を対象としているため、実際の人数はさ

らに多いとも言われているところであります。ダブルケアの背景には、結婚や出産の時期が

遅くなっていることが挙げられますが、少子化による介護の担い手が減っていることも要因

の１つと言われています。 

  しかし、ダブルケアという言葉は、まだまだ一般には浸透していない状況にもあるところ

であります。2015年に民間企業が行った調査によると、ダブルケアという言葉を耳にしたこ

とがある人はわずかに8.1％でした。ダブルケアがふえている現状に対し、世の中の認識と

の間にギャップがあるとも言えます。 

  当町においても、ダブルケアは今後の大きな壁となり、住民の前に立ちはだかってくるこ

とが予想されます。今後、団塊の世代が75歳を迎える2025年には、介護を必要とする年代に

差しかかります。世間の認識とは裏腹に、今後さらにダブルケアに拍車がかかることは明白

と言えます。子育てと仕事の両立、介護と仕事の両立にとどまらず、子育てと介護と仕事の

並立を図るための支援策の開発が急がれていますが、当町のダブルケアへの認識について寺

西民生部長へお伺いしたいと思います。 

○民生部長 寺西 孝君 

  ただいまのダブルケアの認識について答弁をさせていただきます。 

  私どもといたしましては、平成28年４月に内閣府から育児と介護のダブルケアの実態に関

する調査、これが示されたところで承知をしているところでございます。ただいま議員のほ

うからダブルケアを体験している方が25万人以上いらっしゃるというお話でございました。

私どもといたしましては、その25万人の方々の年齢構成でございますけれども、ダブルケア

を行う方の平均年齢は男女とも40歳前後で、育児のみを行っていらっしゃる方よりも４、５

歳程度高く、介護のみを行う方と比較いたしますと20歳程度低い年齢構成であることを承知

しておるところでございます。 
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  また、ダブルケアを行う方が子育てに不安を感じていらっしゃる方が約半数、介護に負担

を感じていらっしゃる方が３分の２を上回る、そのようなことも確認をさせていただいてお

ります。 

  そして、ダブルケアをやっていらっしゃる女性の方は、男性に比べて周囲からの手助けが

得られてない、そういった実感を持っていらっしゃることが非常に大きな問題であると、そ

のことを認識をしているところでございます。 

  以上でございます。 

○１番 松本正美君 

  ありがとうございます。 

  ただいま民生部長のほうから子育て・介護のダブルケアの認識についてお話がありました。

その中に子育て、介護に対する不安は大きいということもお話があったわけでありますが、

そういう意味で、当町でも子育てと親の介護を同時に担うダブルケアというのは今後必要に

なってくると、このように思います。増加も心配されるところであります。 

  そういう意味で、子育て・介護のダブルケアの支援といたしまして、育児と介護の両立を

支えるためには、特に子育てと介護の連携が今後必要となってきますが、子育てと介護の連

携について、ちょっと重要だと思いますので、お聞きしたいと思います。 

○民生部長 寺西 孝君 

  私どもの現在の体制でございますけれども、介護のことのお尋ねがあれば介護支援課、育

児についてのお尋ねがあれば子ども課のほうで対応させていただいております。それぞれが

お悩みをお持ちで、どちらのほうが、介護のほうがお悩みなのか、子育ての部分でお悩みな

のか、その辺もよく聞き取りをしながら、関係間でよく連携をとりながら、現時点では対応

させていただいておるところでございます。 

  以上でございます。 

○１番 松本正美君 

  ありがとうございます。 

  連携ということで、また後ほど相談窓口のところでちょっとお聞きしたいと思いますので、

次にまいります。 

  次に、ダブルケアの問題点といたしまして、１つには経済的な負担であります。ダブルケ

アでは、子供の教育に関する費用のほかに、親の介護や通院にかかる費用の負担が必要とな

る場合がほとんどであります。経済的負担が家計に重くのしかかっているところであります。 

  ２つ目には、体力面での負担であります。仕事を持ちながらケアを行う場合には、仕事、

介護、育児でのトリプルケアになり、体力面での負担はさらに大きくなります。 

  ３つ目には、精神面での負担があります。ダブルケアの現場では、精神面の負担も見逃せ

ない問題ではないかと、このように思います。 
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  特に、周囲の協力が得られずに１人で２つのケアを任されている場合には、精神的負担は

相当なものであります。また、国の統計では25.3万人のダブルケア当事者のうち16万人余り

が女性で占められているところであります。負担の多くが女性にかかっていることから、女

性の働き方にも影響が出ているとも言われているところであります。 

  当町の当事者からは、誰に相談してよいかわからないといった悩みがよく聞かれます。ま

た、孤独感を抱えながら、経済的に困窮したり、心身ともに疲れてしまう人もみえます。親

の介護のときに子供を預ける場所がないと悩んでいても、役場の窓口では必要なサービスや

情報の提供が十分にできないのではないかと、相談窓口の改善の要望もいただきます。 

  当町でも相談窓口はそれぞれの所管別に対応することが多いため、支援を必要とする方々

に必要なサービスや情報が届きにくいという現状もあります。当町の相談窓口の一元化や包

括的な支援体制の構築は、住民の皆様が安心していただくための取り組みだと私は考えてい

るところであります。 

  当町の役場の窓口で必要なサービスや情報の提供は、住民の皆様にとって大変重要であり

ます。このことから、子育て・介護のダブルケアの相談窓口の一元化や、包括的な支援体制

の構築は、住民の皆様にとって安心できる取り組みだと考えます。このことにつきまして、

寺西民生部長はどのように考えておみえか、お考えをお伺いしたいと思います。 

○民生部長 寺西 孝君 

  女性の晩婚化に伴う出産年齢の高齢化、また少子化によって、介護を分担する兄弟姉妹の

減少などによって、子育てと親の介護を同時に行うダブルケアと言われる問題を抱えた方の

増加が本当に今懸念されているところでございます。 

  本町におきましては、子育てにつきましては子育て支援センター、介護につきましては地

域包括支援センターなどが相談に応じているところでございます。また、子育てや介護など

の複数の課題を抱えた方につきましては、民生部内だけでなく、社会福祉協議会、海部福祉

相談センターなどとも情報を共有し、支援方針の検討を行っているところでございます。 

  町といたしましては、今後も子育てと高齢者の担当が連携を図り、支援に向けて適切に取

り組んでまいりたいと、そのように考えておるところでございます。 

  以上でございます。 

○１番 松本正美君 

  この子育てと介護のダブルケアの相談窓口でありますが、今部長のほうからもお話があり

ました。私ども民生でも介護について、相談窓口の一元化というか、１つにまとめてほしい

というお話もさせていただいたわけなんですけれども、特に子育てと介護をダブルですので、

そういった相談窓口というのはやっぱり一元化していかないと、なかなかすぐに回答がいた

だけないのではないかなと、このように思うわけなんですね。 

  今全国的に見ても、相談窓口を一元化していこうという動きもあります。そういったとこ
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ろもあります。そういった意味で、今後、連携はとっていくということで部長はお話ありま

したが、窓口にみえた方は、そこですぐそういった相談をしたいという方が多くみえるわけ

なんですね。特に、仕事だとか介護の悩みを持っている方の中には、仕事と子育て、介護の

両立に悩む方は、相談される時点で仕事をやめることが決まってから相談にみえる方もある

わけなんですね。蟹江町にもみえます。やめる決断をする前に、どういった子育てや介護サ

ービスの利用ができるか、こういった住民にわかるような相談支援体制も必要ではないかな

と。そういう意味では、相談窓口の一元化というのは、今後大事になってくるんではないか

なと思うんですね。 

  やっぱり働いてみえる方、先ほどもありましたように、若い方が介護をされる方が多くな

ってくるということですので、そうした方はどうしても仕事も抱えてますので、介護するこ

とによってやめなければいけないと。それではやっぱりいけないものですから、そうした仕

事に関しても悩んでいる方に対しても対応できるような相談窓口体制を今後組んでいかない

と、子育ては子育て、介護は介護だと、なかなか相談に応じることができないのではないか

なと、このように思いますが、もう一度ちょっとそこらのところを含めてお話あれば。 

○民生部長 寺西 孝君 

  お客様が窓口のほうでご相談におみえになることがあると思います。そういたしますと、

例えば介護支援課で対応させていただくとすると、例えばその方については訪問介護が必要

なのか、デイサービスが必要なのか、ショートステイが必要なのか、介護する方がですね、

そういったことを聞き取らせていただき、専門的な知識を持った職員が対応させていただい

ておるところでございます。 

  もし子育てについてお困りでありましたら、一時保育であるとか、ファミリー・サポー

ト・センターの活用であるとか、保育所の優先入所であるとか、そういったものもやはり子

ども課の専門の職員が対応させていただく。そんな中で、同じ庁舎の１階、近いところにご

ざいますので、お互い連携をとって顔を突き合わせながら、その方に対しての最善の支援に

ついてお互いの担当が相談し合って、この支援策を構築していく、そんなような形で今は対

応させていただいているところでございます。 

  以上でございます。 

○１番 松本正美君 

  ありがとうございます。 

  民生部長のほうからは、子育ては子育て、介護は介護という、そういう相談窓口に対応し

ていくということでありますが、私はこのダブルケアの相談窓口の一元化というのは、これ

は非常に大事だということは、今、町の組織は縦割りになっているものですから、非常に支

援体制の構築がなかなか思うようにいかない部分もあるんではないかなと、このように思う

わけなんですが、町民のサービス向上のためにもこれは図っていただきたいなと思うわけな
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んですね。 

  先進地でもこうした縦割りの壁を越えるために、複数の困難と同時に向き合って検討して、

そうした一元化の窓口をつくっているところもあるわけなんですね。だから、そういう意味

ではそういった対策の検討といたしまして、ワーキングチームをつくっていただいて、今後

のダブルケアの相談窓口の一元化についても含めて、そうしたワーキングチームをつくって

設置していただいて、検討会を行ってはどうかなと、こう思うわけなんですね。 

  それで、これから第５次総合計画もつくられて検討されてくるかと、このように思うわけ

なんですね。そうした意味でも、こうしたワーキングチームというのは必要ではないかなと

思います。 

  町長がみえるので、町長のほうから第５次のそういうことも含めてよろしくお願いします。 

○町長 横江淳一君 

  それでは、お答えをしたいと思います。 

  急に振られましたので、何も今答えるものは持っておりませんけれども、支援体制と窓口

受付とは、まずはちょっと意を異にしているというふうに思っております。決して今うちの

担当部長が申し上げましたとおり、一元化の窓口を今つくらなくても体制ができるようなこ

とにはなってございます。実際、民生部の機構改革をいたしまして、それぞれの窓口には従

来、例えば子ども課という新たな、名前だけ変えたんですけれども、そこの体制も変わって

おります。それから、介護支援課も含めてでありますけれども、保健も保健で１つの固まり

をつくり、そこに相談を持ちかけて、そこで共同体制ができるような、そういう体制も実は

今できているわけであります。 

  ただ、人数の配置だとか、資格の問題等々ございます。特に、蟹江町は安心安全課という、

蟹江町の交通安全だとか、それから防災、防犯、これを１つにした窓口をいち早くつくった

ときにも、やっぱり消防士をとりあえず窓口に据え、そして一番身近なところでの情報共有

ができるような、そんな連携もとっております。 

  ２番目には保育士を窓口のところにも実は置いてございます。また、保健師も保険医療の

ところにも置いてございます。ある意味、窓口へ直接おみえになった方がそこでレアな話が

できるような、情報がすぐ保健センターのほうに行けるような、そんな体制も実はとってお

るわけでありますので、今ワーキングチームをつくりというのも、決して否定するものでは

ございません。 

  また、ご質問の第５次総合計画も来年度しっかりとつくっていかなければいけません。32

年までが第４次総合計画の終了期間でありますので、新たに33年から始まる計画についても、

今松本議員がご指摘をいただいたようなことも含めて、2025年問題から2040年問題まで、本

当に長いスパンの10年計画でありますので、しっかりとそこは踏まえてやってまいりたいと

いうふうに思ってございます。 
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  以上です。 

○１番 松本正美君 

  ありがとうございます。 

  １つ、今後そういった流れの中で、いろんな問題も出てくるかと思いますので、そうした

一元化も頭の中に入れていただきまして、考えていただきたいなと思います。多くの方が悩

まないようにしっかりと取り組んでいただければいいかなと思います。 

  次に、ダブルケアの取り組みといたしまして、住民へのサポートを行う自治体も出てきて

おります。先進的な支援策に取り組んでいる大阪府堺市では、2016年10月から市内７つの区

役所にダブルケア専用の相談窓口を設置しました。そこでは、育児と介護の両方の研修を受

けた保健師や社会福祉士などが中心に相談に乗っておるところであります。 

  ダブルケアの悩みは、育児や介護だけではなく多岐にわたり、窓口では相談を受けた後、

必要な部署と連携し、包括的にサポートできる体制をとっておるところであります。当事者

の悩みを把握することで、新たな制度づくりにもつながっているとお聞きしておるところで

あります。 

  さらに、2017年４月からは特別養護老人ホームの入所の要件を設定し、ダブルケアの場合

は優先的に入所できる制度もスタートいたしました。他にもショートステイを利用できる日

数の拡大や保育園への優先入所など、ダブルケアの負担を減らす環境づくりも進められてお

るところであります。堺市では、ダブルケアという言葉を用いて課題を見える化したことで、

職員が多様な相談内容を受けとめ、関係機関の連携促進が図られているところであります。 

  また、横浜市では、地域のＮＰＯ法人主催のダブルケアサポーターの養成講座に市職員の

受講を促し、相談や対応の改善を試みる取り組みを実施し、孤立しがちなダブルケアラーが

ほっとできるネットワークづくりを目指しているところであります。また、ダブルケアの受

け皿となる育児や介護サービスを行う民間企業を育てるため、地元の信用金庫と連携した融

資相談事業も実施されているところであります。ダブルケアに対する負担を軽減するサポー

トを展開をしてみえます。 

  堺市では、ダブルケアの支援策を検討するための実態調査を実施し、実態調査の結果から、

子育て・介護のダブルケア世帯では、子育てのみ、介護のみ世帯に比べた施策の充実感が低

い傾向にあることが判明をいたしました。当町でも堺市の事業展開を参考に、ダブルケアの

相談窓口の設置や課題解決のためのダブルケアの支援策を検討するために、育児と介護の両

立に直面する当事者に寄り添いながら、どのように課題があるかを詳細に把握する実態調査

を実施し、ダブルケアの支援策を検討する考えはないかお伺いしたいと思います。 

○民生部長 寺西 孝君 

  ただいま堺市を例にお話をいただきました。当町におきましても、堺市を参考にさせてい

ただいて、今のご提言について検討を進めていきたいと思っております。 
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  実態調査でございますけれども、本町では平成31年度に子ども・子育て支援事業計画の改

定に向けましたアンケート調査を実施する予定でございます。子育て中の皆様方にダブルケ

アについての意識調査の項目を織り込みながら、実態の把握に努めてまいりたいと考えてお

ります。 

  また、その翌年度に策定をいたします高齢者や障害者、児童の福祉等に共通する事項を記

載いたしました地域福祉計画、こちらにつきましても、そのアンケート結果を何とか活用さ

せていただき、ダブルケアの項目を設定できないか検討を進めてまいりたいと、そのように

考えております。 

  以上でございます。 

○１番 松本正美君 

  ありがとうございます。 

  ダブルケアの対策をしっかりと進めていただきたいなと。 

  アンケート調査を行われるということですので、これもまた状況等がわかったら、また教

えていただきたいと思います。 

  特に、堺市では、特別養護老人ホームの入所要件の緩和だとか、そしてまた、保育園の優

先入所などに取り組んでみえるということでありますので、その点、蟹江町としてはこのダ

ブルケアの皆さん、介護されるに当たって、入所、また老人ホームへの入所の優遇とか、そ

ういったことは考えてみえないでしょうかね。 

○民生部長 寺西 孝君 

  例えば、保育所の入所がまた11月から受付をさせていただくんですけれども、その中に親

御さんの介護についての事項も記載する欄がございますので、そういった方があれば優先順

位は高くついていくと思いますし、特養につきましても、その辺の聞き取りはございますの

で、そういった対策をやっているところであるというふうに考えております。 

  以上でございます。 

○１番 松本正美君 

  特に老人ホームの入所案件は非常に満員ですので、非常に困っている方は多く聞いており

ますので、よろしくお願いいたします。また、保育園への入所もこういった方を優先的にひ

とつ取り組んでいただくようによろしくお願いしたいと思います。 

  次に、ダブルケアの周知についてお伺いしたいと思います。 

  ダブルケア支援策の検討にあわせて、ダブルケアについての認識を広めることも大切であ

ります。最近はテレビの子育て番組の中でも、ダブルケアについての特集や子育て雑誌など、

メディアを通じて話題となっているところであります。堺市では、当事者だけではなく、周

囲でかかわる方が当事者を支援に結びつけられるように、リーフの作成やＩＴの活用で広く

周知や情報の提供を図っているところであります。当町でもダブルケアの課題を顕在化させ、
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町民の皆様に理解してもらうための周知、情報の提供を広く図っていく考えはないかお伺い

したいと思います。 

○民生部長 寺西 孝君 

  冒頭の議員のお話の中にダブルケアの認知を8.1％前後であるお話を先ほど頂戴をいたし

ました。このように、まずダブルケアの認知度につきましては、現時点では非常に低いと考

えております。実際にダブルケアを経験していらっしゃる方でも、ダブルケアという言葉を

知っていらっしゃる方は２割程度だと言われているところでございます。まずは子育てと介

護を同時に抱えるという大変な状況がある、そういった方を周知するためにも、言葉を普及

させる必要があると考えております。言葉があれば、その実態を認知し、社会全体の問題と

して認識するために大切なことであると考えておりますので、広報等による周知を検討して

まいりたいと、そのように考えております。 

  以上でございます。 

○１番 松本正美君 

  今部長のほうから話がありましたように、ダブルケアについての認知度は低いということ

ですので、そういう面を含めて、今後情報の提供というのは非常に大事ではないかなと、こ

のように思っております。 

  特に介護なんかでもお話をよく皆さんから聞くわけですけれども、基礎をまとめた、そう

いった介護情報のアプリを配信したらどうかということもお聞きしております。もっともっ

と介護についても情報が欲しいということをよく皆さんからお聞きします。 

  特に、介護に初めて向き合う人については、これはどうしたらいいのかということ、介護

の進め方についても知らない方も結構みえますので、そういった方についても、よくわかる

ような介護情報を町当局も流していただきたいなと。流しはされてるんですけれども、皆さ

んに情報が行き渡ってないということが考えられますので、先ほど部長言われたように、ダ

ブルケアについては特に認知度が低いということですので、認知度を高めるためにも、情報

の発信を取り組んでいただきたいなと思いますので、よろしくお願いをいたします。 

  次に、今後実生活でダブルケアの必要性が出てきた場合に、負担を軽減するためにはどの

ようなダブルケア対策が必要なのか、今対策を考えるときが来ております。現状の制度は、

高齢者、子供というように対象、目的別のサービスになっております。それがダブルケア当

事者の複合的なニーズに対応する制度が必要と考えるところであります。それができれば、

ダブルケア当事者はもちろん、もしかしたら高齢者や子育て家庭にとっても、より行き届い

た制度になってくるかと思います。 

  サービスは社会化されましたが、ケアの責任者、キーパーソンという部分は社会化されざ

る領域として残っていると思います。日本がダブルケア時代に突入する中、社会の包括的な

サポートが当町でも必要であります。当町でもダブルケアを社会問題として認知することが
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必要ではないかと、このように思います。このようなダブルケア対策について、今後の対策

について民生部長のお話があればお聞きしたいと思います。 

○民生部長 寺西 孝君 

  現在、国において、ダブルケアを含め複数の課題を抱えた方に対する相談体制やサービス

の提供方法などについて検討を行っていると聞いております。具体的には、先ほど議員から

ご提案をいただきましたように、子育てや介護の分野を問わずワンストップで対応できる窓

口の設置並びに福祉サービス全般の知識を有する相談支援推進員の設置が考えられていると

ころだと聞き及んでおります。町といたしましては、ダブルケアの実態把握に努めてまいり

ますとともに、国の検討状況を踏まえ適切に対応させていただきたいと、そのように考えて

おります。 

  以上でございます。 

○１番 松本正美君 

  どうかダブルケアにつきまして、しっかりとした実態調査をやっていただきまして、そし

て、今後続くでありましょう子育て・介護のダブルケアにしっかりと対応できるように、蟹

江町としても取り組んでいただきたいなと、このように思います。民生部長からもしっかり

と取り組んでいくということだそうですので、しっかり取り組んでいただきたいなと、この

ように思います。 

  このダブルケアの問題は、今後私たち蟹江町にとっても大変重要な課題だと思っておりま

すので、どうかしっかりとしたダブルケアの対策がとれるようにお願いしまして、質問を終

わらせていただきたいと思います。よろしくお願いいたします。ありがとうございました。 

○議長 奥田信宏君 

  以上で、松本正美君の質問を終わります。 

  質問10番 水野智見君の１問目「蟹江町消防団の今後について問う」を許可をいたします。 

○５番 水野智見君 

  ５番 新風 水野です。 

  議長の許可をいただきましたので、まず第１問目「蟹江町消防団の今後について問う」と

題し質問いたします。 

  今回は現役の消防団員の方、または消防団のＯＢの方々から多くの質問またはご意見、要

望などを聞きました。私としても、どうしても消防団のことをいろいろ思ってみえる多くの

方の力になればと思い質問いたしますので、よろしくお願いします。 

  なお、通告には書き忘れましたが、答弁等によっては総務部長、または副町長、町長にお

聞きすることもあるかもしれませんが、よろしくお願いします。 

  まず第１問目、消防団として求められるものの多様化、団員の町外勤務、蟹江町役場職員

の団員が全分団員の約17％を占めているなどなどの理由により、平日、日中の出動は大変難
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しくなってきたことから、蟹江町消防団は協力隊員制度ができ、現在は各分団５名まで在籍

してみえます。蟹江町消防団協力隊員の運用に関する要綱に、消防団員または消防吏員を経

験した町内在住、町内在勤の方、ただし消防団長は災害等出動に際し支障がないと認める場

合は、町内勤務であることを要しないこと及び消防団業務の遂行に支障のない者が協力隊員

になることができると定められています。 

  そこでお尋ねします。 

  分団によっては、団員確保がかなり難しい団もあるようです。出動要請があっても、平日、

日中ですと、先ほど申しましたように、町の職員は約30名ほどみえるそうですが、公務もあ

り、出動の人員は限られると思います。そこで、今後、協力隊員の増員について考えてみえ

ますか。 

○消防長 伊藤啓二君 

  それでは、ご質問のありました協力隊員の増員についてお答えをさせていただきたいと思

います。 

  消防団協力隊は、団員の就業形態の変化に伴い、地元で働く団員が減少する中、昼間時等

における災害出動の隊員を確保するため、平成16年４月１日に発足いたしました。以来、協

力隊員の方々には後方支援など、できるだけ危険性の少ない活動を基本として、消火活動な

ど災害現場で協力をいただき、大きな被害もなく経過をしてまいりました。 

  そのようなこともあり、現状では協力隊員の増員は考えておりませんが、近年、災害が多

様化、大規模化し、さまざまな役割が消防団に求められておりますので、災害対応能力の向

上を図るための取り組みについて今後は検討していきたいと考えてございます。 

  以上でございます。 

○５番 水野智見君 

  わかりました。 

  火災等あるときに協力隊員ばかりでなく、近所の方で放水等に心得のある方はお手伝いを

されて対応してみえることもありますので、何とかなるのかなとは思いますけれども、今後

のことも含めてご検討をいただきたいと思います。 

  次に、２問目、３問目に関しましては、いろいろ共通することもありますので、あわせて

質問させてもらいますので、お答えのほうもあわせてお願いしたいと思います。 

  それでは、２問目、３問目を続けてお願いします。 

  本年度より女性消防団員を５名増員することで、さらなる消防団活動の広報・啓発に努め

るとともに、女性消防団員に応急手当普及員としても活躍していただくことで、災害時に備

えた自助、共助の地域力を高めていくとされています。今後、女性消防団員の増員は考えて

みえますか。 

  また、蟹江町消防署も本年度より女性消防署員を採用されました。女性消防団員は啓発活
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動として、保育所、幼稚園等にて防災教室や、応急手当を習得し、住民向けの講習などをさ

れ、女性消防署員とともに今後一層のご活躍を期待したいと思いますが、そこで、将来分団

としても女性消防団の結成は検討されていますか。 

  この２点についてお願いします。 

○消防長 伊藤啓二君 

  それでは、今２点ご質問いただきました。女性消防団員の増員についてと、それからもう

１点でございますが、女性消防分団の結成についてということでお答えをさせていただきた

いと思います。 

  まず初めに、女性消防団員の増員についてお答えをさせていただきます。 

  消防団員、現在197名ございます。そのうち女性消防団員は、団本部に10名、分団に２名、

合計12名が在籍をしております。団本部の女性消防団員の活動は、防火意識に関する普及活

動、各種行事におけるナレーション等、消防団ＰＲ活動、災害時における後方支援活動を行

っていただいております。 

  実際の活動といたしましては、保育所等の花火指導、地震体験車での防災啓発、２名の応

急手当普及員による応急手当の普及指導、消防団行事のナレーション、町民祭りなどの行事

での消防団ＰＲなど、女性ならではの活動を行っていただいております。また、分団に在職

している女性団員につきましては、男性団員と同じ活動をしていただいているところでござ

います。 

  団本部の女性消防団員の増員につきましては、今年度条例定数を改正し、増員したばかり

でございますので、今後の状況を見ながら検討することとなりますが、各分団の女性消防団

員につきましては、入団希望者があれば増員となると考えております。 

  次に、女性消防分団の結成についてお答えをさせていただきます。 

  現在、女性消防団員のほとんどが団本部に在籍し、活動していただいておりますが、女性

消防団員の入団の歴史が浅いため、活動状況を見ながら、また、他市町村の女性分団の活動

状況を参考にさせていただきながら検討してまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

○５番 水野智見君 

  ありがとうございます。 

  以前、当時の消防長が、今後女性消防団員にも、他の地域によっては女性消防団もあった

り、女性の消防操法大会等もあるようにお聞きしてますが、蟹江町におきましても、今後、

女性消防操法大会への出場も視野に入れて検討していきたいということも言ってみえました

が、その辺のことはどう思ってみえますか。 

○消防長 伊藤啓二君 

  今ご質問のありました女性の消防操法大会でございますが、これは３年に１回全国大会が
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開催されております。それで、女性であっても軽量の可搬式ポンプを使って消火ももちろん

可能でございますので、そういった活動もできると思っております。今後、女性がより幅広

い分野で活動できるように検討してまいりたいと思います。 

  以上でございます。 

○５番 水野智見君 

  ありがとうございます。 

  また、今後は女性消防団の方も入団希望者等出てきましたら、その辺のことも含めて検討

していただきたいと思います。 

  それでは、次に行きます。 

  今後は消防団におきましても、地域の防災強化をより努めることが必要になり、町内の事

業所、団のＯＢ関係者、町内会の協力などを得ながら、団員の確保が今後は必要と思います。

しかしながら、少子化などにより団員の確保は大変深刻な問題となっています。先ほど女性

消防団のことについてもお聞きしましたが、将来消防団の再編などは検討されていますか。 

○消防長 伊藤啓二君 

  ご質問のありました消防団の再編についてお答えをさせていただきたいと思います。 

  現在の８分団制は、平成14年度からになっております。これは社会環境、生活環境の変動

により町内在勤の団員が少なくなった、昼間時における団員の確保が難しくなってきたこと、

また、昭和31年に10個分団となってから、人口増加とともに居住基盤も変化し、団員確保が

厳しい分団が出てきたということで、抜本的に管轄区域も含めて見直しがされております。

将来的に少子高齢化が進み、同様の課題があれば、現体制も見直す必要があると考えます。 

  以上でございます。 

○５番 水野智見君 

  協力隊員のことも含めて今後検討していただきたいと思います。 

  続きまして、地方公務員を初めとした消防団員確保に向けた一層の取り組みとして、平成

25年、26、27年と３度にわたり総務大臣から市町村宛てに消防団員の処遇改善などについて

依頼が行われました。消防団等充実強化法の趣旨や国の動向を踏まえ、職員がより消防団へ

加入しやすい環境をつくるため、兼職及び職務専念義務の免除に関して適切な対応が求めら

れてきたとお聞きします。 

  現在、当町においては、分団長と町職員の兼職は認められていません。以前、当時の消防

長が、近年の団員確保が困難になってきている状況を鑑みると、分団長においても職員との

兼職も視野に入れて検討しなければならないと述べてみえます。人事案件にも関係しますの

で、総務部次長兼総務課長に町の職員の分団長との兼務について考えをお尋ねします。 

○総務部次長兼総務課長 浅野幸司君 

  それでは、私のほうから町職員と分団長との兼務についての答弁をさせていただきます。 
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  過去に消防本部から答弁させていただきましたように、町として現在も引き続き積極的に

町職員に対して消防団員への加入を推進しております。そのような過程の中で、あわせて火

災や風水害などの災害時に分団を統制、指揮する分団長への町職員からの登用を人事当局と

して検討してまいりました。 

  私たち職員につきましては、言うまでもなく、災害時など有事には町職員として蟹江町地

域防災計画に基づき、町の組織の一員としてさまざまな応急対策活動に従事しなければなり

ません。したがいまして、現在のところ、有事に分団の指揮官としての分団長と町職員の本

来の職務を１人の職員に兼務させることは大変難しいと認識しております。そういった現状

を踏まえた上で、今後も引き続き消防当局と協議の上、分団長の兼職について、他の方策も

含めて検討していきたいと考えております。 

  以上でございます。 

○５番 水野智見君 

  前回のとき、当時江上総務部長にも同じような形でお聞きしたときの回答の中にも、先ほ

ど次長が言われたように、職員の候補が上がった時点で、適材適所のポストの配置とか、あ

と分団長の報酬の関係もありますので、そのようなことも検討した上で考えていきたいとい

うようなことを述べてみえましたが、その後、先ほど次長も言われましたが、消防団とも協

議すると言われましたが、以前に岡村総務部長が、これは別のことでの質問のときにお答え

いただいたんですけれども、蟹江町においてはＹＵＭＥ創り会議というのがあって、その

時々に情報共有をするものとテーマをそれぞれの部局から出して検討する。そして、流動的

な社会情勢に対応して、職場環境の改善とあわせて住民の視点に立った組織、機構の見直し

など、それぞれのテーマ、また緊急対策テーマなどとして会議に諮っていくという状況です

ということでＹＵＭＥ創り会議について説明されました。 

  これは以前にも町長にもお聞きして、横江町長が町長になられたばかりのころに、いわゆ

る役所の縦割り行政ということで、横のつながりがスムーズにいってないんじゃないかとい

うことで、そういうことも理由の１つとして、このＹＵＭＥ創り会議がつくられたようにも

お聞きしておりますが、そうした中で、このＹＵＭＥ創り会議も含めて、こうした庁内の会

議の中で、今までこの消防団の分団長のことに関して協議されたとか、そういうことはあり

ますか。 

○副町長 河瀬広幸君 

  それでは、水野議員のほうから消防団の分団長と町職員の兼務についてお尋ねがありまし

た。この問題につきましては、再度たびたび、前にたしか佐藤議員でありましたかね、ご質

問をいただいて、町のほうと議論させていただいたわけであります。 

  先ほど総務部次長がお答えしましたように、現段階ではなかなか難しいと。その結果とし

ては、緊急時に町の職員としての本来の職務がありますので、なかなか分団長の職務を遂行
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しようとするのに少し問題があるんじゃないかというようなことでお答えをさせていただき

ました。 

  特に、今回の件について話しましたのは、人事担当の私どもの総務のほうと、それから消

防署を中心に議論をさせていただきました。やっぱり分団長という職務、これは今消防の必

要性の中で、非常に大きな消防団の重要性が言われております。東日本大震災の活動、そし

て近年起こっているいろんな災害の中での消防団の活動を見ますと、本当に大切な重要な組

織であるというふうに認識しております。 

  町長の方針としまして、町の職員はすべからく蟹江町に住所を持っている職員は消防団に

加入すべきということで、ほぼ消防団のほうに加入しているのが現状であります。そして、

職務中に火災が発生しますと、職務に影響のない範囲で直ちに出動体制をとり、火災活動に

従事しているが現状であります。 

  それで、私どもも再度議論をさせていただきました。ただ、一番肝心なのは、じゃ分団長

の職務は何なのかと言ったときに、先ほど言いました本当に大変な災害が起きたときに、消

防団というのは指揮命令等がしっかりとして機能していないと、すぐ自分たちの命にかかわ

ってくるということがありますので、それが一番大きな問題じゃないかなというふうに考え

ております。じゃ分団長が欠けた場合、誰がその職務を行うのか。副分団長がおみえになり

ますので、その副分団長がそのことをきちんと認識した上で業務に当たるということが肝心

になってくるんだなというような議論があります。 

  そういう議論を踏まえた上で、我々が今思ってますことは、まずは職員の消防団について

は、これは問題なし。ただし、分団長となりますと、先ほど言いましたように、１つの分団

の指揮命令系統の中枢を担う方でありますので、その方が、例えば災害が発生したときに、

町の職員として当然のごとく町の災害業務に携わります。そういったときに、本当の分団と

しての機能が発揮できるかというような議論がございますので、その辺の議論が十分まだ結

論に達しておりませんので、現段階では非常に難しいというお答えを出させていただいてお

ります。よろしくお願いいたします。 

○５番 水野智見君 

  今まで佐藤議員のときの答えとか、私のときの答えと余り変わってないなという気がする

んですけれども、先ほども言いましたように、そういったいろんな会議があるんであれば、

もう少しできる可能性がないのか、するためにどうすることができるかというような考えの

もとでの検討もしていただきたいなというふうに思います。 

  確かに前、江上部長も言われたように、分団長になると報酬等もありますので、そういう

関係とか、税務上の関係とか、いろいろあると思います。また、職務上の関係のことも十分

あるかとは思いますが、今後におきまして、しっかり検討はしていただきたいと思うんです

けれども。 
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  消防団の中にも、先ほど団員の確保が大変難しいという話もさせてもらいましたが、分団

によっては現役の消防署員の方とか自衛隊員の方がみえるようなこともお聞きしています。

町の職員の方も約30名ほどみえるということで、そうした中で、当然消防署員の方とか自衛

隊員の方は分団長は無理なんですけれども、町の職員の中で、本人の意思もありますけれど

も、ただ、当然30人もいるんだから、１人ぐらい分団長をやるだろうという、そういう発想

では決してないです。町の職員の中でやってもいいという考えの人とか、いろんな方もあり

ますので、それはそのとき、いざ何か大きなことが起きたときには、町内会長とか地域の方

もみえますし、先ほど副町長も言われましたが、当蟹江町におきましても、町長に何かあっ

たときには副町長がみえるのと同じことで、消防団も分団長に事があれば、副団長もみえま

すし、幹部の方もみえますので、対応のことに関しては、そういうことに決まれば対応して

もらえると思いますので、今後は先ほど言いましたＹＵＭＥ創り会議を初め、若手職員にも

意見等をお聞きしていただいて、可能な方法はないかも含めて検討いただきたいと思います。 

  また、最後に、町長のほうに総括の意味も含めて、補足説明等がありましたらお聞きしま

すので、よろしくお願いします。 

  最後に、通告にはありませんでしたが、消防長に確認ということでお伺いします。 

  来年、県の操法大会に出場するために、現在分団より選手を選抜して、時には早朝４時か

ら訓練をしているというふうにお聞きしています。前回、10年ほど前になると聞きますが、

大会目前に機材等の不具合が起きて使用することができなくなり、他の消防団にそれを借り

て参加したと聞いています。その消防団が確認しているところによりますと、七宝の消防団

というふうにも聞いていますが、今回そのようなことはあってはならないと思っております

が、来年の操法大会に向けて、間もなく来年度の予算編成はあるかと思いますが、消防長は

その辺のことも含めて検討されていますか。ちょっとお尋ねしたいと思います。 

○消防長 伊藤啓二君 

  それでは、今分団の器具の不具合の件でございますが、平成21年度に蟹江町が愛知県の操

法大会へ出動いたしました。その出動に当たり、県の操法大会へ出動する分団を選抜するた

めに、前年度、平成20年度に町内で選考会を開きました。その選考会の直前にある分団の小

型動力ポンプがちょっと不具合が生じたということで、緊急性があるということで、先ほど

ご質問のありました町に一時的にお借りをしたという事実がございます。 

  来年度の県の操法大会では、全分団から全選手を募り出動するという形になっております。

既に６月から来年の７月20日の大会に向けて訓練を開始しておるところでございます。来年

度、平成31年７月20日、蒲郡市で愛知県の操法大会が開かれます。ぜひ議員各位にもご都合

がつけば現地に行っていただいて、激励を賜りたいと思っておるところでございます。 

  また、操法大会の資機材の整備でございますが、今年度ほぼ整備が完了いたします。この

整備に当たっては、消防団とも何が必要かということを検討いたしまして、予算で上げさせ
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ていただいておるところでございます。また、来年度に向けて必要な資機材等があれば、整

備を来年度予算計上していきたいと思いますし、また、機器のふぐあいがないように万全に

臨んでいきたいと思っております。 

  以上でございます。 

○５番 水野智見君 

  ありがとうございます。 

  今後、消防団活動に関して、予算も含めたところでご尽力いただきたいと思います。 

  最後に、先ほどの分団長の件も特に含めて、町長のほうにご意見を伺いたいと思いますの

で、よろしくお願いします。 

○町長 横江淳一君 

  それでは、蟹江町消防団の今後についてのご質問に対してのお答えをさせていただきたい

と思います。 

  まず１つ、分団長の問題につきまして、水野議員からいろいろご指摘をいただき、ご助言

も平素いただいております。感謝を申し上げたいというふうに思います。 

  私も消防団、日ごろ言っておりますように、蟹江町消防団の経験者であります。また、ち

ょうどプロジェクトチームに参加をして、平成21年の分団の編成にも実は携わらせていただ

きました。そういう意味で、非常に消防団については考えを深く持っております。ある意味、

蟹江町の川の東側に住まいし、分団がちょうど縁あって今の源氏再開発地区に越してきたの

もきっかけで、そこの地域の分団長をまたやるという、そういう大役も仰せつかりました。

そういう意味で、蟹江町消防団というのは非常に歴史と伝統があるすばらしい分団だという

ふうに私自身は自負をいたしております。 

  そんな中で、実を言いますと消防団のなり手がない。これは蟹江町だけではなくて、日本

全国、一時は200万人を超した消防団員が100万人を切りました。総務大臣からのいろいろな

ご意見等々もございましたし、また、女性消防団の参入はどうなんだということもいろんな

ところでご指摘をいただいたわけでありますが、いち早く条例を改正をし、本部付ではあり

ますけれども、女性消防団員を登用をさせていただきました。また、各分団にも実は数人お

みえになるわけでありますけれども、その後につきましては、またるるこれから整備をして

いきたいというふうに考えてございます。 

  核心であります消防の分団長が職員ではというご質問についてであります。 

  今の副町長並びに担当次長が申し上げましたとおりであります。決して検討してないわけ

ではございません。このごろ頻繁に起こります災害で重要なポジションを占めます消防団の

指揮命令系統のトップに立つ分団長の位置づけというのは大変厳しいものがあるというふう

に考えてございます。 

  ほかの自治体でその例はないかと申しますと、近隣の自治体で職員が消防分団長を経験し
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ているというのは、実はございます。いろんな条件があって、多分されたというふうに思っ

ておりますが、今後絶対ないということではなく、人員確保のために、まずは８個分団の分

団長選びから、地元から分団長を選ぶことが今できない状況になっているのも事実でありま

す。そういう状況を踏まえた上で、蟹江町の職員の分団長登用等については、真摯に向かい

合って、早急に検討、そして結論を出させていただきたいというふうに考えております。 

  かつては各地域から分団長をということで、今に始まったわけではなく、総務関係のとこ

ろにもオファーをいただいたわけでありますが、たまたま財務関係、集金関係を担当してお

った職員でございましたので、消防団員についてもちょっと遠慮をさせていただいた、そん

な時期もあったわけでありますけれども、今、消防団員の勧誘については、蟹江町在住の職

員については100％消防団に協力するという職務命令という形で今現在やらせていただいて

おるのもご理解をいただきたいというふうに思っております。 

  また皆さんと一緒になって考えていきたいとともに、早急に結論は出していきたいという

ふうに考えております。よろしくお願いします。 

○５番 水野智見君 

  ありがとうございます。 

  蟹江町の消防団は、近隣の消防団にはない部隊もあります。ラッパ隊があります。ラッパ

隊は町長も関係してみえたようにお聞きしていますが、そういうことも一生懸命活動してい

ただいてます。 

  先ほど町長のほうから、他の市町の職員が分団長になられたことがあるということを言っ

てみえましたが、実はその辺のことをもう少し詳しく聞こうと思ったんですけれども、今回

は町長のほうも言われましたので、ちょっと質問漏れもありましたので、このままで終わら

せてもらいますが、今後、先ほど町長言われたように、いろんな問題点はあるかと思います

が、先ほど言ったようにできる方法を考えていただいて、消防団のほうも、どうしても１人、

２人分団長を何とかしたいと思ってみえるんではなくて、どうしてもやむを得ず決まらない

ところに関して多分要望があるんだと思いますけれども、その辺のところも酌んで、今後し

っかり検討していただきたいと思いますので、よろしくお願いします。 

  これで１問目の質問を終わります。 

○議長 奥田信宏君 

  以上で、水野智見君の１問目の質問を終わります。 

  暫時休憩いたします。11時から再開をいたします。よろしくお願いいたします。 

（午前10時46分） 

○議長 奥田信宏君 

  休憩前に引き続き会議を開きます。 

（午前11時00分） 
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○議長 奥田信宏君 

  水野智見君の２問目「蟹江町の土木事業について問う」を許可をいたします。 

○５番 水野智見君 

  ２問目の「蟹江町の土木事業について問う」と題し質問いたします。 

  各年度の土木事業計画について、まずお尋ねします。 

  各議員が今年度もこういった形で資料をいただいてますが、各年度ごとに蟹江町の土木事

業計画書というものをいただいています。この中には、道路維持管理事業とか、道路の新設

改良事業とか、交通安全に関する施設等の設置事業などなどについて、町の今年度１年間の

事業として進める計画のところが入っている資料ですが、その辺について、まず１問目とし

て、各町内会長より次年度の道路維持管理、交通安全施設等設置事業などについて、各地区

の要望を申請されます。それらの申請についての許認可を決定するまでの過程についてお尋

ねします。 

○産業建設部次長兼土木農政課長 伊藤光彦君 

  ただいまの議員からのご質問にお答えをさせていただきます。 

  まず、工事要望につきましては、町内会から蟹江町土木事業執行要領に基づき、土木事業

工事要望書を提出していただいております。要望書につきましては、随時受け付けをしてお

ります。また、毎年11月ごろに土木農政課から次年度の工事要望書の提出依頼もさせていた

だいております。提出の際には優先順位の記入もお願いをしております。 

  翌年度、新年度に入ってからでございますが、４月、５月に工事担当者で要望箇所を取り

まとめて、後日、産業建設部長、土木農政課長、担当者におきまして、現地を確認し、緊急

性を鑑み、工事箇所を町長において決定をさせていただいております。 

  以上でございます。 

○５番 水野智見君 

  先ほど現地を確認するということで言われましたが、その現地確認は職員だけで行われる

のか、地元の町内会長とか副会長とかもみえるかと思うんですが、そういった方にも同席し

てもらうのかお尋ねします。 

○産業建設部次長兼土木農政課長 伊藤光彦君 

  現地確認につきましては、先ほど言いました部長、担当課長職員と町職員において現地の

ほうを確認をさせていただいております。 

  以上でございます。 

○５番 水野智見君 

  そうすると、職員の目で見てその優先順位というか、この後の質問にもありますが、事業

として全て出されたものを、予算の関係がもちろんありますので、やるわけではないと思う

んですけれども、それぞれの職員が見た目でやらないという場合もあると思うんですが、そ
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ういう判断をしているということで間違いないですか。 

○産業建設部次長兼土木農政課長 伊藤光彦君 

  現地におきまして、職員において確認をさせていただき、緊急性を鑑みて工事箇所のほう

を決定をさせていただいております。 

  以上でございます。 

○５番 水野智見君 

  そうしますと、例えば先ほど次長も言われましたが、工事事業について、随時やってもら

っているのもありますが、こういった事業計画に基づいて申請されたものに関しての優先順

位を申請するときから、町内会長も各要望等を鑑みて協議をされて順番は決めてみえると思

うんですが、その中で出てきたもので、前に私やほかの議員さんも質問されていますが、工

事を決定するに当たっての優先順位を決めるということで、本来やっぱり地元の町内会長さ

んたちにもどういう面で困っているかとか、そういうことも含めたことを現場で具体的に聞

いてもらったほうがよくわかると思うんですけれども、私も６年余りになりますが、議員で

いろいろ要望等をお聞きしたり、個人的に現場を見に行ったりなんかした中で、確かに次長

言われるように、これよりも、ＡよりもＢのほうが緊急性があるなとか、そういうのは確か

に明らかに見てわかるものもありますし、これはまだほかのところ、ひどい、例えば陥没し

ているとか、ひび割れのひどいところがあるなということはわかるんですけれども、職員だ

けではなくて、やっぱり地元の方からの具体的な要望も今後聞いていただきたいと思います

が、その点どうお考えですか。 

○産業建設部次長兼土木農政課長 伊藤光彦君 

  現場の確認、優先順位でございますが、まず工事要望としていただきましたそのときも、

町内会長さんが持って窓口におみえですので、そこの時点で、まずこの箇所はこういう状況

になっておるよという状況をお聞きします。それから、個々で職員、あるいは私とか部長が

現場に赴き、これはすぐやろう、今の現予算の中ですぐやりましょうよとか、今回の通知の

中でも備考のところだとかで対応済みだとかいうふうで、可能な限り即時での対応というふ

うに心がけております。ただ、予算等金額がのす場合につきましては、予算確保をし、その

後に工事、設計等に入って工事箇所を進めていくということになっております。 

  以上でございます。 

○５番 水野智見君 

  その後の質問にもいろいろ関連もしてきますので、次に行きたいと思います。 

  ２番目、そうした事業の要望申請の中で、不認可とか今年度はやれないということの案件

もあるかと思いますが、そういうものに対して、申請された町内会長へはどのように説明さ

れてみえますか。 

○産業建設部次長兼土木農政課長 伊藤光彦君 
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  工事要望、蟹江町の土木事業執行要領に基づき、事業の施工を決定した後、決定内容を申

請されました関係町内会長さん宛てに土木工事要望決定通知書、先ほど議員が示させていた

だきました要望決定通知書、工事箇所ということで通知のほうをさせていただいております。 

  以上でございます。 

○５番 水野智見君 

  そうすると、そこの中でほとんどの方は納得されてみえるかもしれませんけれども、やっ

ぱりまた話を戻して申しわけないですけれども、工事申請が出たときに、もちろん口頭でと

か、申請書での説明はされてみえるんですけれども、やっぱり現地で具体的に見てみた中で

説明を受けるということのほうが重要なのかなとも思いますので、今後そういった現場を確

認する云々のときに、もう明らかに穴があいているものとか、ひび割れているものとかとい

うのはそうだと思うんですけれども、実は舟入のほうで私も含めて要望されている件ですけ

れども、用水路の関係なんかでも、用水路なんかの改修に関することだと、その場でなかな

か話だけではわからないものもあって、水路のところに立ったり、中に入ってみないとわか

らないものもあるものですから、その辺のことについて、やっぱり地元の申請された町内会

長とか、町内会長に要望された方の意見を現場で聞いてもらったほうがよりよくわかると思

います。 

  できなくなったものに関しても、できれば具体的にこういうことで今回はできないですけ

れどもというふうにしてもらうといいのかなと思うのは、これ大分以前になるんですけれど

も、町のほうに申請するとやってもらえない。理由は先ほど次長が言われましたが、予算の

関係もあるということも言われて、本来やってもらいたいという希望はあるんだけれども、

もうやってもらえないからということで、翌年に申請をされない。 

  もちろんまだほかに別にやってほしいことがあるもんだから、やられるんですけれども、

結局もう１回断られるとやってもらえんというふうに思ってみえる方も中には、以前あった

みたいで、私が議員になってから相談を受けたときに、その辺の話をして、今年度もし仮に

やってもらえなくても、それは予算の関係とか、いろんな先ほど言われた優先順位とか、そ

ういったこともあるんですけれども、やっぱり要望のあった方、また、町内会長が見てどう

してもやってもらいたいということであれば、来年度もその翌年もきちっと優先順位を上げ

て申請しないと、町がやらなあかんことはわかっているから、やってくれるさというふうに

その方は言われたんだけれども、そういうことでは今システム上はないですよねと。 

  予算も限られた予算内でやるものだから、町内とか、いろんなところから要望が出ている

ものですから、予算の関係もあるから、要望しないと基本的にはやってもらえませんよとい

うことも言ったんですが、そういうことをしっかり周知してもらうためにも、町内会長に書

類等で出してはみえるみたいですけれども、やっぱり口頭できちっとできれば説明を何らか

の形でしていただくといいかなとは思うんですけれども、その辺も含めていま一度お願いし
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ます。 

○産業建設部次長兼土木農政課長 伊藤光彦君 

  議員の言われますように、申請書を提出いただいたとき、あるいは町内会長さんいろんな

工事関係等々で土木農政課の窓口のほうへおみえいただいております。そういった中で、先

般出していただいた工事要望箇所についてはどうですかとか、いろんな情報をいただいて、

昨年度優先順位からずれた場合とか、いろんなケースがございます。限られた予算というこ

とで、全ての要望箇所が工事施工できるわけではございません。その点についてはご理解を

お願いをいたします。 

  そういった中で次年度も、昨年出していただいたこの箇所ですけれども、どうですかだと

か、またことしもお願いしますとか、いろんな話を情報共有しながら、工事箇所については

共有しながら、工事決定について進めておる状況でございます。 

  以上でございます。 

○５番 水野智見君 

  できる限りやれる範囲内にはなるかと思いますが、町内会長さん、また申請された方につ

いて対応していただきたいと思います。 

  そうした中、許可決定した事業の中で、年度内の事業計画に関しては全て完了していると

いうことで、繰り越し等の事業についてはありませんか。あればその辺のこともお願いしま

す。 

○産業建設部次長兼土木農政課長 伊藤光彦君 

  事業の履行についてでございますが、地区から提出いただきました工事要望箇所について、

許可決定した事業につきましては、基本的に年度内に完了をしております。 

  ただ、工事延長が長いとかということでありますと、年次計画を立てて、このスパンはこ

とし、このスパンは来年とかというふうに計画を立てて施行していく場合もございます。 

  また、ただ地元からの工事要望であっても工事に入ったときに近隣の住民の方から了承を

得られることができない場合に関しましては、そのときにつきましては、工事担当、私ども

も出向いて工事の必要性等をお話をさせていただくのですが、どうしても工事をちょっと待

っていただきたいとかという要望があった場合、そういうお話があった場合につきましては、

町内会長さんとご相談をしていただき、同地区内で工事箇所を変更する場合もございます。

その点につきましてはご了承をお願いいたします。 

  以上でございます。 

○５番 水野智見君 

  今、次長のほうからお話がありましたが、実際に事業計画をされて事業を進めていく中で、

１つはやる予定だった事業が、近隣の方からちょっと困るということを言われてやらずに保

留になったというのはお聞きしているんですけれども、近隣の方からそういうクレームじゃ



－168－ 

ないですけれども、意見が出たということですけれども、その事業をやるという前に、そう

いったことも含めて必要性なども含めて、部長以下職員できちんと確認しているということ

でしたけれども、そうであるには近隣の方への確認、最終決定するときには近隣の方への確

認とか、そういうことはされていなかったということですか。 

○産業建設部次長兼土木農政課長 伊藤光彦君 

  まず、工事要望を出していただくに当たりましては、地区から、地域から町内会長さんへ

のここでこういう工事をやっていただきたいというふうな、そういう取りまとめをしていた

だいた後、町のほうへ工事箇所というふうで要望をいただいておるという前提で現地を確認

し、工事箇所を決定しております。そういった中で最終的な工事に入ったときに、やはりち

ょっとその工事は待っていただきたいということになる場合もございます。 

  そういったときはやはり、町内会長さん、地元の出していただきました代表の方といろい

ろとご相談をさせていただいて、保留あるいは箇所の変更ということの対応をさせていただ

く場合もございます。この点につきましてはよろしくお願いをいたします。 

  以上でございます。 

○５番 水野智見君 

  近隣の方云々ということなんですけれども、具体的には、はっきりしたことは言えません

けれども、私も関係して要望させてもらっている反射鏡の関係のことについてなんですけれ

ども、最初、出してもらったところは民地の関係があったものですから、所有者の当然承諾

をもらえないとそれはできないということで、それは話をしてもらったら具合悪いというこ

とでだめであって、それによって場所をかえてもらって、話をしてもらったら、ここであれ

ば、当時の担当ですよ、当時の担当から聞いたのは、ここであれば近隣の方の承諾というの

は必要ないから、大丈夫ですし、ここであれば、ここのほうがカーブミラーも確認しやすい

からここでいいと思いますというような話もあった中で工事が始まっていったところに、偶

然そこの方が、工事屋さんが測量というか、現場確認しているときに対応されて、先ほど次

長が言われたような話になったというようにも聞いているんですけれども、やっぱりそうい

うこともある場合もありますので、事前にそういう可能性があるところの確認はしておいて

もらうとよかったのかなと思うんですけれども、今後、その辺のことも含めて近隣の方に関

係するような事業を行うときは、できる限り配慮していただいて、決定をしてもらいたいと

思います。 

  今、保留になっているという認識をしていますが、今後、どのように、そういう場合、対

応していくのか、もう少し、カーブミラーの件ですので、危険があるからという思いがあっ

て、近所の人とも話の中で要望を出してもらったんですけれども、その辺のことをお願いし

ます。 

○産業建設部次長兼土木農政課長 伊藤光彦君 
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  カーブミラーの設置ということになりますと、やっぱり交差点進入時における両サイド、

左右の安全確認にとっては必要ということで、地元からカーブミラーの設置をいただいてお

るというふうに認識をしております。 

  ただ、カーブミラーということになりますと、やはり立てる場所、その当時の職員におけ

るやりとり等につきましては、いろんな話の中で箇所が限定ということになるやもしれませ

んので、その部分については省かせていただきますが、交差点に進入するときのカーブミラ

ーというものは、まことにあれなんですが、カーブミラーにつきましては交通安全のあくま

でも補助というふうにご理解をお願いしたいものでございます。交差点進入時におきまして

は、やはり通行される皆様方の一旦停止をして左右を確認して、ご自身の目で安全というこ

とで、交通安全ということで心がけていただきたいというふうに考えております。 

  また、それの手助けとしてのカーブミラーということになるかと思います。カーブミラー

設置に当たっては、やはり道路、民地との境界ということに設置する位置になります。そう

いった中で、Ｕ字溝の切り回し、車道部分の通行の幅員が狭くなる、設置の場所によっては

暗くなる、あるいは民地の方の出入り口に万一の支障になるだとか、いろんな箇所もござい

ます。そういったものをあわせて、いろいろとカーブミラーの設置については十分注意をし

ながら、配慮しながら、今後とも設置に向けて努力してまいりますので、よろしくお願いい

たします。 

○５番 水野智見君 

  カーブミラーに関しては、今回、台風21号の関係があって、結構私の近隣でも移動してい

たりとか、大変見にくい状況になっていたりとか、そんな関係で修正等もしてもらったんで

すけれども、角度とかによっても、見る人が見にくい部分とか云々があって、調整してもら

ったりもしたこともあるんですけれども、もちろん次長が言われたように自分の目で確認す

るというのは当然のことなんですが、やっぱりそれでもある程度道路のほうに出ていかない

と見えない部分の、少しでも確認するというためにカーブミラーがあるかと思いますので、

私は運転していて、道路から出るときにカーブミラーがあると非常に運転もしやすい。もち

ろん、最終的には自分の目で左右の安全確認をして道路を横断とか、右折、左折するわけで

すけれども、カーブミラーの設置に関しては慎重に対応を今後はしていただきたいと思いま

すので、よろしくお願いします。 

  次に、これは29年度のほうに書いてあったんですけれども、施行を要する理由という欄に、

路面性状調査による修繕と書いてありますが、これは名古屋市とか県なんかですと、パトロ

ール車と書いてある車によって、事前にパトロールしてみえるのをよく見ますが、これは町

の職員がパトロールなどをして調査した結果、必要ということで修繕されたものですか。修

繕することに決定されたものですか、お願いします。 

○産業建設部次長兼土木農政課長 伊藤光彦君 
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  施行箇所の路面性状に関する調査による修繕についてお答えをさせていただきます。 

  まず、路面性状調査につきましては、平成25年度に業者に委託をし、路面性状調査を行い、

その結果をもとに舗装の修繕箇所を決定しております。 

  ただ、調査を実施してから５年経過しておりますので、年々舗装の老朽化も進んでおりま

す。 

  通常の町道の維持管理といたしまして、シルバー人材センターに道路パトロール業務を委

託しており、定期的に週２回、町内全域を巡回をしていただいております。巡回をし、必要

に応じて道路の点検や補修作業等の維持管理も行っております。 

  また、緊急的な修繕等につきましては、直接職員が現場に出向き対応、安全を確保する手

だてを行い、また必要な場合は業者を手配するなど、良好な道路となるよう、適正な維持管

理に努めております。 

  以上でございます。 

○５番 水野智見君 

  そうすると、職員が直接見ているというわけでは、パトロールしているというわけではな

いということですね。 

  そこで、こういう事業を決定されて、道路の改修工事なんかをされてみえるんですけれど

も、以前、いろんな質問の中で、道路が狭いからセットバックの問題とか、町道に買収して

道路を広くできないかとか、そういう話があったときに、一部の所有者のところだけセット

バックして町が道路の改修工事をやるとか、そういうことは基本的にできない、ある一定の

ところが幅がセットバックに協力してもらえて、道路として対応できるところではないとで

きないというようなことを以前、これはちょっと別な話なんですけれども、お聞きしたこと

があるんですけれども、この道路の改修された工事の中で、ある一定のところの道路が距離

があるんですけれども、そこの一部だけの改修工事だったものですから、町のほうに、これ

は一部だけだけれども、予算の関係もあると思うけれども、あとの残りはどうするのかと聞

いたら、次年度に向けて検討していきますという、そういう返事をもらったんですけれども、

今回、30年度にはあとの残りは出ていないんですよね。 

  あと、道路のパトロールの関係なんですけれども、シルバー人材センターの方とかに依頼

したりとか、以前、平成25年に調べたものによって進めてみえるということも言われたんで

すけれども、その後やはりそういう使用状況とかによっても道路の、真ん中がへこんだり穴

があいたりとかいろいろあると思うんですけれども、その辺のことも含めて、職員の方も通

勤に道路を利用してみえますし、近所の方も含めて、別に舟入ばかりではないんですけれど

も、よそのところもそうですけれども、職員が通勤する中で、道路の不具合とか、そういう

ことがあった場合に、土木のほうに連絡をして対応するとか、そういうことは今まであった

かどうかも含めてちょっとお聞きしたいんですけれども、お願いします。 
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○産業建設部次長兼土木農政課長 伊藤光彦君 

  まず、１路線、起終点の長い道路におきまして、今年度この箇所をやった、順次とか、ち

ょっとすみません、職員とのやりとりにつきましては、ちょっと私のほうでもあれなもので

すから、この場での答弁はできかねますが、まず、平成25年度の路面性状調査におきまして

も１路線、北から南、東西、距離が長うございます。そういった中で、この箇所、ここのス

パンについては早い段階で修理が必要ですよ、ただ、ここの箇所につきましては今後、状況

を見て必要に応じて対応をというような、ランクが４段階にございます。 

  そういった中で、町内全域、いろんなところが平成25年に調査を行って以降、次年度にそ

の箇所全てが対応、工事ができればよかったんですが、やはりそれも順次ということになっ

てきております。同じ路線でもこのスパンについては早急、それから先の延長については路

面性状にはかかっていないというような箇所もございます。 

  それと、パトロールの関係でございますが、定期的に行っておるということでシルバー人

材センターに週２回お願いしておるというふうでお答えをさせていただきましたが、職員、

土木課の職員もそうですが、町内の職員におきましても町内を業務で移動する際、通勤の際

にも道路の陥没、それからＵ字溝の舗装、ふたの異常とかにつきましては、順次情報を土木

農政課のほうに上げていただくということを部課長会の席で、今年度当初のところでお願い

をしております。 

  以上でございます。 

○５番 水野智見君 

  部会長会議等を含めて協議していただけるということであれば、それを信用しますけれど

も、実際、道路は結構がたがたになって、長い間放ってあるのもあるんですよね。私は、口

頭だけですけれども、もちろんこういうところがあいているんだけれどもと言ったら、わか

りましたと言われたけれども、いまだに、もう半年近くなるんですけれども、直っていない

という状況のところもありますし、そこは１回言っただけですけれども、先ほどのＵ字溝の

ふたの件等に関しては、歩行者の関係もあるものですから、特に危ないということで、何度

かやってもらえるまでお願いしたことがあるんですけれども、その辺のところもう少し徹底

していただきたいというふうに思いますので、よろしくお願いします。 

  それでは、２問目、大きなところの２問目になりますが、昨年の３月議会一般質問で国か

ら移譲された旧赤道、旧青道、つまり現在、道路、水路と公図上なっている点についてです

が、特に住宅敷地内に道路が入っているところが存在していることは、前回、部長も承認し

ているということで説明されましたが、その後、説明された中で、早急に調べて所有者に周

知徹底をしていただきたいということで要望も出しましたが、その後、会議等も含めて対処

してみえますか。 

○産業建設部次長兼土木農政課長 伊藤光彦君 
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  ただいまのご質問でございますが、旧赤道、青道に関しまして、議員も言われましたよう

に平成29年３月議会におきまして、国から移譲された赤道、青道についての維持管理等につ

いてでございますが、その当時、民地内に存在する赤道、青道に関しまして、道路、水路と

しての形態をなさず、地番がないものも多いため、箇所及び数量等の詳細については把握で

きておりませんという答弁もさせていただいております。 

  また、認定してあります町道、赤道の中でも使用されていない箇所が５路線ほど、使用さ

れていない箇所があるというふうで答弁もさせていただいております。 

  そういった中で、議員から認定された赤道、青道の維持管理についての要望をいただいて

おります。昨年度、５路線のうちの２カ所でございますが、総務、税務と協議を行い、また

隣接所有者の方とも協議を重ねて、土地の払い下げ、交換をさせていただいております。 

  今後の対策でございますが、旧赤道、青道を含め、開発や所有権移転等の起因により境界

確定が必要となり、分筆等の手続を行う際のタイミングで払い下げや土地の交換においての

整理をしていくとともに、蟹江町公共物払下事務処理要領、事務処理基準により関係課と協

議を重ねて、適正な維持管理に努めてまいりたいと思っております。 

  以上でございます。 

○５番 水野智見君 

  ありがとうございました。 

  取り組んでいただいているものがあるということで、今後も迅速に進めていっていただき

たいと思いますけれども、よろしくお願いします。 

  以上につきまして、最後に横尾町長のほうから、この土木事業に関しまして何かご意見等

あったらよろしくお願いします。 

○町長 横江淳一君 

  水野議員からは、この土木事業については今回だけでなくて前回もご質問をいただきまし

た。特に、青道、青地、赤地の問題については、農林水産省の関係もございますが、開発行

為が進んでいるところにつきましても積極的にお話をし、現実に処分をしたところも数カ所

ございます。ご理解をいただきたいということもございます。 

  あと、土木事業については、全般的にはほかの議員さんからもご質問いただいた中で、予

算に占める割合が年々やっぱり少なくなってきているのは事実でございます。開発行為が少

なくなってきたということはそれだけ整備が進み、維持管理のほうに回っているという考え

方もございますが、予算どりも大変厳しい中、土木事業に対しての予算確保もしっかりこれ

からもやってまいりたいというふうに思いますし、必要があれば当然優先順位の高いところ

からまた、先ほどるる説明をさせていただいたような状況で、31町内会さんからいろんな要

望もいただいてございますので、その件についても、平等に税金を使うという観点から、し

っかりと精査をさせていただき進めてまいりたいというふうに考えてございます。よろしく
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お願いしたいと思います。 

○５番 水野智見君 

  ありがとうございます。 

  この青道、赤道に関しては、地番等も入っていないものですから、測量をかけて、登記簿

を起こして、地番をつけて名義変更するという作業が必要ですが、作業にかかる費用全てが

個人、名義をつける希望者が全額負担でやるということにもなっていますので、そういうこ

とも含めて、特に住宅用の敷地内にある赤道等に関しては、調べにくい点もあるかもしれま

せんけれども、できる限り調べればやれないことはないと思いますので、早急な取り組みを

含めてよろしくお願いします。 

  以上で終わります。 

○議長 奥田信宏君 

  以上で水野智見君の質問を終わります。 

  質問11番 中村英子さんの１問目「読谷村との交流について」を許可をいたします。 

  中村英子さん、質問席へおつきください。 

○９番 中村英子君 

  ９番 中村です。 

  １問目の読谷村との交流についてということで質問をお願いいたします。 

  きょうは読谷村との交流ということで、数年前から始められたかと思いますが、そのとき

も始めるに当たってのご説明というのはあったかと思いますが、改めてこのきっかけについ

て、まずお話をいただければと思いますのでお願いいたします。 

○政策推進室次長兼ふるさと振興課長 伊藤保光君 

  読谷村との交流につきましてのきっかけでございますけれども、こちら平成24年11月に海

部郡の町村会の行政視察のために蟹江横江町長が沖縄県の読谷村のほうへ視察に出向いた際

に、読谷村の歴史文化や産業振興などの広範囲におきまして、当町と共通する事柄が多数ご

ざいまして、何か交流の糸口がないかと検討されました。そこで、まずは観光協会、商工会

とで交流のきっかけを模索をしまして、最初に友好を築くために蟹江町、読谷村の観光協会

同士が会員になることから始めたということでございます。 

  次に、蟹江町、読谷村の両商工会が相互の地域経済の発展並びに活性化に資するために、

遠隔地商工間地域連携に関する協定を締結しまして、双方の特産品を利用しました食品を創

作をします「チャーガンジューＤＡＧＡＹＡプロジェクト」を立ち上げまして、新商品の開

発を始めました。 

  さらに…… 

（「どういうきっかけだったかを聞いただけ」の声あり） 

○９番 中村英子君 
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  まず、きっかけをお聞きしたんです。どういうきっかけだったんですかと。 

  だから、これは町長が訪問してのお話だというふうに聞いていましたので、町長のほうか

ら答弁あると思ったんですけれども、担当のほうからのご答弁だったんですが、首長同士だ

けで決められた交流かなというふうに理解をしてしまうんですけれども、あとは何となく事

後承諾的な始まりだったかもわからないなというふうな印象を私は持っているわけです。 

  最初、今も次長が言われましたように商工会とか観光協会とか、そういう方々の交流とし

て、それぞれの団体の皆さんが自分たちの費用の範囲内におきまして交流していくというこ

とはお聞きしていたかと思うんですけれども、その後、少し交流の中身が変わってきたのか

どうかわからないんですが、先日の生涯学習まちづくり推進町民大会などにもお呼びして、

町民まつりのときのエイサーだけではなくて、推進大会などにもお呼びしたりして、ちょっ

と内容が変わってきている部分もあるのかなというふうに思うんですが、現在ではどのよう

な交流内容になっているのでしょうかということをお伺いしますので、次の質問に大体答え

てもらっちゃったんですけれども、現在、どういう交流内容になっているのか、それに町の

費用としてどれぐらいの費用がかかっているのかというようなことについてお伺いをしたい

と思います。 

○政策推進室次長兼ふるさと振興課長 伊藤保光君 

  現在の交流についてでございますが、まず、観光協会のほうから説明をさせていただきま

す。観光協会のほうで始めさせていただきました事業のほうから報告をさせていただきます。 

  さらに、観光協会としましては、中学生を観光交流大使としまして沖縄県読谷村へ派遣を

しまして、本町の魅力を発信、広報、宣伝することによりまして、今後の誘客促進、観光振

興につなげることを目的としました中学生の派遣事業を平成25年から始めることとしました。 

  それにつきましては、民泊が基本でございまして、中学生が民泊することで沖縄の暮らし、

文化や風習などを見て、聞いて、触れて感じることを目的とした事業でございました。 

  続きまして、蟹江町、読谷村の観光協会、商工会の交流についてでございますが、平成25

年度から当町で毎年10月に行われます「かにえ町民まつり」に読谷村の自治会単位で活動さ

れておりますエイサー団と観光協会が出演、出展をしていただいておるところでございます。

このエイサー団によります迫力のある演奏は、まつり会場を一気に沖縄の雰囲気にしていた

だきまして、盛り上げていただいておりますし、蟹江観光協会の出展につきましては、蟹江

町ですぐ手に入らないような物品の販売により、沖縄への観光気分にさせていただいており

ます。 

  逆に読谷まつりには、観光協会としましては蟹江町の観光資源のＰＲであったり、グッズ

販売を行ったりしてございます。また、商工会としましては、漬け物、つくだ煮、麺類等の

蟹江町の特産品をＰＲ販売をして販路の拡大を図ってございます。 

  以上のような交流があることから、読谷村の観光協会、商工会の役員の方々が須成祭を初
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めとした蟹江町内での催事、イベントに来訪されるような良好な関係を続けてございます。 

  観光協会からは以上でございます。 

○９番 中村英子君 

  観光協会と商工会はそれぞれのことですのでそれぞれでおやりになって、別にそれはそれ

だと思います。そのほか、今、答弁にありましたように中学生がそちらの村にも訪問されて

いたり、本当に沖縄にはすばらしい歴史や文化や郷土芸能があって、それを紹介していただ

いたりして、文化の交流といいますか、そういうことも町にとって大変プラスになる交流に

なっているかなというふうに思うんですけれども、自治体間の交流ということですので、こ

れはどういう事業に基づいて、そしてまた、どういう位置づけにあるのかなということがち

ょっとわかりにくいんですよね。何か事業がちょっと細かく、あれもやりました、これもや

りましたという関係なものですから、どういう位置づけにあるものなのかなというのがよく

わからないんですけれども、どのような事業に基づいて、どういう位置づけで取り組んでい

ることなのかということをお伺いしたいと思います。 

  次にいきますのでいいです。 

○議長 奥田信宏君 

  では、探しておいてください。 

○９番 中村英子君 

  というのは、自治体間の交流というのもいろいろレベルとか、交流範囲とか、いろんなや

り方があって、その中で議会の議決が必要なものもあるし、物によっては議決が必要なもの

があるし、そうでないものもあるし、個人的なつき合い的なものもあるし、いろいろありま

すので、今はどんな位置づけかなというところでちょっとお聞きしただけですので、それは

それといたしまして、この読谷村という村なんですけれども、この読谷村という村というの

はどういう村なのだろうかと、交流はしているといっても、なかなか中身ということは私は

わからないわけで、それで、地図を見れば沖縄県の中にあるので場所はわかるんですけれど

も、どういう村なのかなということについて、ちょっと見てみたいなというふうに思うんで

すね。 

  これはもちろん、読谷村というのは沖縄県の１村であります。ですから、沖縄県なんです。

沖縄県ということを考えてみますと、これは誰でも知っていることですけれども、今、過去

からもそうですけれども、米軍基地を多く抱えていて、今なおそのことで苦悩している、大

変難しい状態にある県であるということなんですよね。そしてまた、日米地位協定というも

のによりまして、本当に県民の方々は理不尽な状況の中に置かれているということがありま

す。沖縄県、やっぱり日本の国の１つの県なんですけれども、日本という法治国家の中にあ

って、法治国家から外されているような状態になっている県であるのではないかなと思うん

です。 



－176－ 

  沖縄県の面積ですけれども、どれぐらいかといいますと、県面積ですよね。日本全体の全

面積、日本の総面積に占める割合、沖縄県がどれぐらい占めているかというと、0.6％だと

いうことなんですよね。0.6％でそこに日本全体の米軍基地、米軍基地の総面積の73.8％が

ここにあるというような数字があります。今、そのような状態で戦後からずっと、そしてま

た今なお米軍基地が沖縄県に集中していると、そういう特徴があるというところなんですね。

これは本土の私たちの沖縄県を除いた県と比較してみても、全く不平等な状態にあるわけで

あります。 

  今、ニュースで大変問題になっておりますのは、名護市辺野古の海を埋め立てて新しく基

地を建設するという政府の方針があります。そして、それをやめてほしいという県民の声が

大きく報じられているところなんです。そのニュース、報道、さまざまされておりますが、

そういう多くの県民の主張の先頭に立っていた沖縄県の、今や前の知事ということになるか

と思いますけれども、翁長沖縄県知事が先日亡くなられました。この翁長さんは、自分の死

が病気によって近づいているということを意識しておりまして、その中で、文字どおり命を

かけて、絶対に辺野古に新基地はつくらせないという主張をし続けた方でしたね。 

  この翁長さんという方は、私から見ますと、本当に民主主義というものについてかなり見

識が高い方であったであったと思います。民主主義を本当に深く理解しておりまして、それ

をみずから体をもって実践しようとしていた。政府に対しましても、国の安全保障を１つの

県に集中的に押しつけているというやり方、一部の国民は犠牲にしてもいいというようなや

り方は、民主主義国家のやり方ではないんだということを必死に伝えようとしていました。

このような政治家は、私はほかには、最近いないのではないかなというふうに思いますね。 

  そしてまた、彼は沖縄の歴史とか文化、伝統、そして温かい沖縄の人間性、そしてまた本

当に雄大ですばらしい自然というものを心から愛しておりまして、そんな沖縄に日常的な平

和が来てほしいということを心から求めていたというふうに思います。そのことは、彼が世

界各地で行いましたスピーチとか、また彼の書いた本を拝見しますと、ひしひしとそのこと

が伝わってきます。 

  沖縄のこのような基地問題は、保守だとか革新だとかイデオロギーの問題ではなくて、沖

縄人のアイデンティティーの問題であると、そういうような捉え方をしておられた方でした

ね。イデオロギーを超えて沖縄の人間のアイデンティティーの問題であると、何としてもこ

れを阻止しなければならないということだったと思うんです。 

  この翁長さんという方は自民党の人なんですね。自民党に所属している自由民主党の方な

んですけれども、このように本当に残念なすばらしい方を亡くしてしまったなということで、

本当にこれは、大きく言えば日本の損失じゃないかなということさえ思われる方だったと思

うんです。 

  読谷村ということについて言えば、現在、このような沖縄の状況の中にもちろんあるんで
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すね、読谷村という村は。この読谷村という村は、戦争のとき、さきの大戦のときですけれ

ども、このときにこの村の海岸にアメリカが初めて上陸して、地上戦が始まった村でもある

んですね、ここが。読谷村の海岸にアメリカ軍が上陸して、そこから沖縄に入っていったと

いう最初の村であるという位置にあるわけなんです。大変に地上戦において残酷で悲惨な経

験をされた村でもあると思います。こういう苦しい状況にありましたが、もちろん本土でも

空襲もありましたし、また原爆もあり、広島や長崎に原爆もあり、またこの戦争によって多

くの兵士が亡くなられて傷ついてきたという大変に悲惨な戦争がありましたので、日本国民

はみんなそういうことを経験してきたんですけれども、しかし現在、この七十数年たった今

はどういう状況かといえば、本土の皆さん方は、今、沖縄が抱えているような問題を持って

いるところはないわけですよね。みんな復興しましたので、沖縄と同じ問題を抱えていると

いうところがないんです。 

  それで、このように読谷村というところが持っている戦争の歴史、そしてまた、沖縄県の

現在の実情というものは、この村とおつき合いする以上、私はここにも目を向けていかなけ

ればならないことではないかなというふうに考えるんです。 

  そういう文化、芸能、そしてまた商品の売買とか、それももちろん大切なことだと思いま

すが、それにあわせて、最も大事な読谷村のもう一つの姿を見つめていくということについ

て、私は必要だと思うんですけれども、まず町長はそれについてそういう読谷村であるとい

うことについて、どのような見解を持ってみえるのかということをお伺いしたいと思います。 

○町長 横江淳一君 

  読谷村の交流ということで一般質問をいただきました。 

  きっかけはということで担当がお答えをさせていただき、まだ中身については十分な、中

村議員もご存じだと思いますので、言及は避けたいと思います。 

  今、読谷村に対して町長はどういう考えをということであります。少々長くなるかもわか

りませんが、実を言いますと、そんなにしゃべるつもりはありませんが、平成24年に沖縄県

読谷村の町村会視察を計画をいたしました。それは今の市町村長の前の市町村長の方で、私

はそのときはそうだったのでありますが、沖縄にゆかりのある方ということで、リゾート地、

観光というのを実はメーンで私は、ああ、これはちょうどいいなという感覚で行ったのは事

実であります。しかしながら、実を言いますと、余り皆さんにもお話をしたことがない、こ

の議会の中でも、しかもこのマスメディアにも余りお話をしたことがないわけでありますが、

今、中村議員が翁長知事のことをおっしゃいました。ウチナンチューと言います、沖縄の人

は。日本の本土の方を内地と。決してすみ分けをするわけじゃありません。これ１つだけお

話をしていきたいんですが、決して彼らは理不尽な立場に立っているとも思ってもいません。

外されているとも思ってはいません。これだけは中村さん、お話をしていきます。そこまで、

深いつき合いを実はさせていただいております。 
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  ただ、基地の問題については、どうして1945年４月１日にアメリカ軍が、これニライビー

チと言いますけれども、今は一大観光地になっておりますが、そこに数千隻の艦船を集中を

させました。それは沖縄県の唯一飛行場が読谷飛行場というゼロ戦の飛行場があったわけで

あります。そして、その横には嘉手納飛行場、今の嘉手納基地になっているところでありま

すが、そこに飛行場があったということが一番の目標だったというふうに聞いてございます。

そのときには、事前通報がよくて、島民の皆さんは、地域の皆さんは全て避難をされて、上

陸するときには誰一人死亡者はなかったというふうに長から聞いてございます。ただ、その

後の地上戦に入ってから大変むごい状況があったということもやっとわかりました。これは

数年前にわかったわけでありますが。 

  私といたしましては、まずは我々の浅い知識の中で交流を結ぶよりも、まずは今現在、彼

らが置かれている立場をしっかりリスペクトをして、観光という立場、交流という立場から、

観光協会、商工会の立場でお話をさせていただき、しっかりと間口を開いていただいた段階

で、子供たちの交流から始め、そして中学生の交流、これはもう当然、平和教育が中に入っ

てございます。初めてことし、海軍の壕に、読谷村の状況がしっかりわかる状況のところへ

子供たちも行っていただきました。そしてまた、初めて上陸した読谷村で民泊をし、戦争体

験のおじいちゃん、おばあちゃんから実体験を聞くということも、もう数年やってございま

す。 

  今回、特に１つメニューに入れましたのは、中村議員も多分知っておみえになると思いま

すが、地上戦に入った後に、地域の皆さんがチビリガマと言って石灰岩でできた洞窟にたく

さん民間の方も、兵隊さんも入られたわけでありますが、そこで大量の虐殺があったと聞い

てございます。その聖地を、沖縄の読谷村、その子孫が壊してしまったというショックは、

地域の皆さん、本当に大きな報道として、内地には来ていなかったんですけれども、報道を

いただきました。 

  そんな中で我々も手を合わせに行ったわけでありますが、今回、そういう報道も含めて平

和教育を昭和63年の、うちは11月ですか、平和宣言都市を出しております。広島にも中学生

を送っておりますが、それと同じレベルの平和教育ができればいいなと。ただ、先ほど言い

ましたように、彼らは外されているというのは思っておりません。理不尽な立場にあるとい

うことも思っておりません。なぜか、長、村長さんと幹部の皆様方、そして議員の皆様方と

お話をする、今ここに基地がある以上、仲よく共存はします。しかしながら、余分な基地は

要らないということはおっしゃっておりました。しかしながら、それを我々が、内地の人間

が、殊さら行って、特に何もわからない人間が行くというのは避けたいというふうに思って

おります。 

  しかしながら、恒久平和を願う気持ちは一緒でありますので、そういう意味で読谷村を私

は捉えております。そこの中で観光交流、文化交流、そしていろんな物産の交流がこれから
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も続いていけばいいのかなと、そういう感覚で、今、読谷村とはおつき合いをさせていただ

きたい、続けていきたいというふうに思っております。よろしくお願いします。 

○９番 中村英子君 

  議長、休憩をお願いします。引き続き、１時からお願いします。 

○議長 奥田信宏君 

  それでは、ちょうど12時になりますので、これで暫時休憩といたします。 

  １時から再開といたします。よろしくお願いいたします。 

  暫時休憩です。 

（午前11時58分） 

○議長 奥田信宏君 

  休憩前に引き続き会議を開きます。 

（午後１時00分） 

○議長 奥田信宏君 

  中村英子さんの質問の途中です。 

○９番 中村英子君 

  では、お昼の前に続いてお願いいたします。 

  先ほど町長に答弁していただきました。その答弁の中に、沖縄の読谷村の方々と接触して、

そしてその人たちが現在の状況を理不尽だとも、別に法治国家から外されているというよう

なことも思っていないと。今を受け入れているというようなお話があったんですけれども、

これを聞いたら、読谷村の人たち、嘆かれるんじゃないですかね、悲しがるんじゃないです

かね。もし町長がそういうふうに読谷村の人たちを捉えているとしたら。私はこれはちょっ

と嘆かれる、悲しむんじゃないかなと、私は思うんですね。 

  余りたくさん、沖縄の事情を言ってもいけませんが、今の答弁にちょっと言いたいんです

けれども、非常に大きな問題が沖縄県内で起きておりまして、そして、県民大会というのも

かなり頻繁に開かれておりますよね。本当に衝撃的だったのは、最初に少女暴行事件という

ものもあったんですね。そのときも非常に多くの人が、県民大会に８万人以上が集まったと

いうことで、その次に教科書検定問題というのがありまして、これが何だといったら、沖縄

の方々が終戦の終わりごろですけれども、沖縄の人たちは日本軍と一緒に戦っていたんです

けれども、戦場では日本兵が壕に隠れた住民を銃を突きつけて追い出したり、足手まといだ

といって住民に手りゅう弾を与えたりして集団自決を迫ったりしたことがあったという、そ

の歴史的事実があったんですけれども、それを第１次安倍内閣のときに、その部分を高校の

教科書の検定の中で外すというような出来事がありまして、その事実については、沖縄の

方々は自分たちのおじい、おばあから、その話を歴史的事実として聞き、引き継いでいたに

もかかわらず、それを全部ではないですけれども、カットするというような教科書検定の問
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題が第１次安倍内閣のときにありまして、それに非常に怒りました沖縄の人たちは、10万人

ぐらいの集会というのもそこで開かれているわけですよね。 

  今はまた、新基地を許さないという県民大会も開かれているわけですけれども、これは特

筆したものを今言ったんですけれども、こういうものの中にも、読谷村の方々は村の村長さ

んが村の実行委員会の委員長になりまして、政策推進課でしたか、何か担当しまして、バス

なんかも、必ずここの会場に出すというやり方で、そのことに参加しているわけですよ。 

  そしてまた、これは時間がないので読みませんけれども、この村長さんの、多分30年度の

議会で言ったことだと思うんですけれども、ここに対してもいろいろ基地の問題、それにま

つわる憲法の問題とか、それにまつわる問題について発言しているものがありますので、こ

ういう機会があったらまた見ていただきたいと思うんです。 

  そんなことで、非常に私は、何か私たちとしては、知らなければいけない、その沖縄の実

情、事情があるというふうに思うんですよね。 

  そこで、私たちは、基地の問題、地域協定の問題をどうするといったって、それは私たち

がどうこうすることはできないんですけれども、ですけれども、知り合いになった読谷村の

村の方々というのは、やっぱり沖縄県民と全部一緒になって、平和に対する絶対的な願いと

いうものが、私はあるように思うんです。それで、蟹江町だって、いろんな多くの町民が平

和に対する願いを持っていますし、蟹江町も平和都市宣言というものを行いまして、それに

基づいて事業も行っております。広島にも行ったりしておりますが、そういうような願いも

そこにあると思うんですよ。 

  そこで、私はこの読谷村との交流を、今しているような、ちょっとよくわからない部分的

な交流にとどめるのではなくて、正式に自治体間同士の交流、正式に、これは自治体間とし

て交流するという正式な交流に引き上げまして、そういうふうに位置づけて、そしてまた、

ともに平和を求めるという、村民と町民の交流というような形に持っていけば、これは読谷

村という村と交流している意義が本当にあるんではないかと、そういうふうに思うんです。 

  例えば、そういう事業の中で、読谷村の方々に来ていただいて、体験や実態について聞い

ていくということもあり得るでしょうし、またこちらの町民が中学生だけじゃなくて一般町

民だって構わないと思うんですよね。お互いに現地を訪問したりして、そして平和というも

のを大切にしていこうよと、そういうつながりをつくっていく、そのことが蟹江町民の平和

の思いというものもさらに強くしていくんではないかと思いますし、これが読谷村との本当

の交流の意義ではないかというふうに思いますので、そういう方向で検討し、もっていって

いただければというふうに思うんですけれども、どのようにお考えになりますでしょうか。 

○町長 横江淳一君 

  中村議員の意向はよくわかりました。先ほど僕が言いました、理不尽な立場だとは思って

いない、外されたとは思っていない、不平等だとは思っていないと言ったのは、そういう意
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味で言ったわけではなくて、決して自分たちの今のこの問題を卑下してやっているわけじゃ

ないよという、明るく前向きに生活をしている人ばかりが僕の周りにいたものですから、た

またま日米地位協定云々という話もあるかもわかりませんが、まずはその話、７年間おつき

合いしておりますけれども、石嶺村長からは直接、私との話し合いの中で一言も出た言葉で

はありません。しかしながら、間接的には嘉手納基地の存続の問題、夜の落下傘の降下部隊

の問題、断片的なお話はされます。今現在の状況をしっかりと把握した上で、お互いにお互

いの立場を尊重しながらやっていきましょうということの話は聞かせていただきました。 

  今、中村議員おっしゃいますように、今のどっちかというと小刻みなおつき合いというこ

とではなくて、平和を愛するお互い日本民族とともに、そういう交流をやっていったらどう

か、もちろんそこに向かって私も気持ちは十分ございます。実際、その地域間交流をやりま

しょうということはもう二度ほど実は声を出させていただきました。でも、向こうさんから

すると、ちょっとそれは待ってくださいということははっきりおっしゃいました。これは嘘

でも何でもございません。まずは、自分たちの立場をしっかり知っていただくということか

らが必要じゃないですかということを言われまして、まずは観光に対する我々の立場、それ

から今、沖縄の基地だけで食べているんじゃないかと言われる、いろんなやゆされる言葉も

あることも知っていますが、決してそうではなく、自活が十分できる地方自治体として今大

きく、基地の町も変わってきているんだよというところも含めてアピールをしたいというこ

ともおっしゃいました。 

  そういう意味で、観光協会、商工会、地域の名士の皆さんも含め、地主さん、地主さんイ

コール町内会長さんになっておみえになります。読谷村は19の町内会長組織でできておりま

して、そこの皆さんともお話をするとそういうお話をしっかりされますので、まずは関係を、

交流を深めていって、中学生同士のいろんな話し合いもちょっとスタートしたばかりなので、

もう少し時間をかけていただけませんかというような言葉も聞いてございますので、今、中

村議員がおっしゃいましたことも含めて、しっかりと平和教育も含めて、我々のできるだけ

の最大限のアピールをさせていただき、そういう関係ができればというのは今現在思ってご

ざいますので、よろしくお願いしたいと思います。 

○９番 中村英子君 

  それでは、前向きに、やっぱり自治体間交流という形できちんと位置づけて、もちろん議

会も交流しますし、一般町民も交流しますしというようなやり方でもっていけばいいという

ふうに思いますし、今、町長の答弁で、私が理不尽とも、外されているとも思っていないと

いうことをちょっと聞き違えたかもしれませんが、要するにそうではあるけれども、前向き

にいくと。だから、実態というか、底辺にはそういうことはあるんだけれども、だけど、明

るくやろうよというふうな捉え方ということだったんですね。 

  じゃ、結局は底辺にやっぱりそういうものはお持ちであるということもまた事実だと思う
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んです。ですから、そこのところで交流も必要かなという発言をさせていただいているとい

うところであります。 

  そこで、今、町長の答弁の中にもありましたけれども、要するに沖縄に対する誤解という

のも結構、本土の私たちは持っているみたいで、今、町長も言いましたように、一番大きな

誤解は何かといったら、基地があるからこそ沖縄は食べていっているというような、本土の

人の錯覚というか思いですよね。あの人たち、基地があるから食べていけるんじゃないのと

いうんですけれども、しかし、実際には、もう沖縄の県税収入というものは、沖縄の基地関

連収入というのが沖縄県の経済に占める割合は５％を切っているという話があります。です

から、基地関連でもう食べているということは事実上ないという話なんですよ。でも、私た

ち本土から見ると、みんな基地、食べているみたいな話を簡単に言うんですけれども、そう

ではないということなんです。 

  実際は、沖縄は今は国際の物流、情報通信産業、そしてまた、国際観光リゾートの分野で

非常に爆発的な発展を遂げておりますということで、むしろ基地で占められている面積がと

られていることによって、経済発展の阻害要因になっているというような実情でありますの

で、こういうことも誤解かなということなんですね。それからまた、基地が返還されつつあ

って、縮小に向かっていくという誤解があって、実はそういうふうにはなっていなくて、１

つの場所が返還されても、数年後には同じような施設が移転されて、また残っていくという

ことで、全体的には基地は縮小されないということ、これは大臣もよく知っていないという

話ですけれども、縮小されていないというようなこともまた誤解の中に入っていますし、ま

た、特別に沖縄は振興予算をもらっているという話ですけれども、これもそうではないと。

特別に地方交付税や国庫支出金以外に、よその県と違って、特別に基地があるからというこ

とで特別予算をもらっているということはないというようなことも、みんなこれは誤解が物

すごくあるわけです。 

  それで、町長も言いましたように、よくわかっていない部分というのも結構ありますし、

誤解している部分もありますので、そういうこともやはり深くおつき合いすることによって、

正しく私たちは知ることができるのではないか、実情について。正しく知った上で判断して

いくということが大切なことではないかなと、そういうふうに思いますので、ぜひともきち

んとした自治体間交流として、この読谷村を引き上げていただいて、そしてより平和の精神

に基づいた交流ができますように願っておりますので、そのことをすべきであるということ

を申し上げて、第１問目の質問を終わります。 

○議長 奥田信宏君 

  以上で中村英子さんの１問目の質問を終わります。 

  続きまして、中村英子さんの２問目、「飼い主がいない猫の対応は？」を許可いたします。 

○９番 中村英子君 
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  では、２問目をお願いいたします。 

  これは、町内の最も身近な飼い主がいない猫をどういうふうに対応していくのかという観

点から質問をさせていただきます。 

  町内には、飼い主がいない、いわゆる野良猫化しているというような猫が、本当にあちこ

ちにいるのではないかと思うんです。町民からの苦情を議員も受けることはありますし、町

の担当者も受けるということもあると思うんですけれども、どうにかしてくれという苦情が

ある一方、動物愛護の視点もありますので、いろんな問題を猫でも持っているんですが、行

政として私はもう今や放置できない状況になっているのではないかというふうに思うんです

けれども、その対策ができるのかという視点で順次質問をいたします。 

  まず、第１番目ですけれども、町内に野良猫になってしまっている猫の現状というものを、

現在どのように捉えてみえるのかということを、まず１番目にお願いします。 

○環境課長 石原己樹君 

  飼い主のいない猫についてでございますが、まず、現状をどのように捉えていますかとい

う質問になりますけれども、今現在、日本国内では、猫は飼育している数が犬を抜いて１位

になっているということになっています。 

（「猫が犬より多いの」の声あり） 

  犬より多いというふうにどうも出ています。ただ、猫につきましては、犬と違いまして、

登録制度というものがございません。最近は、皆さん大分おうちの中で飼われているような

形がふえてきましたけれども、まだまだ完全な室内飼いをされていない方がみえまして、家

の外、中を自由に出入りしている飼い猫もいるかと思います。飼い猫につきましても、まだ

首輪とか名札をつけた猫というのは、必ずしも皆さんがされているような状況ではないかと

思いまして、なかなか飼い猫か野良猫かというのは判断がつきにくいところもございます。

議員もおっしゃったように、いろいろ苦情のほうをいただきまして、いろいろお話をするん

ですけれども、飼い主のいない猫というのは、まず無責任な餌やりをやっている人、あと、

どうしても地域の問題とか、ご近所の問題もちょっと絡んでくるような面もあるのではない

かなと把握はしております。 

  以上です。 

○９番 中村英子君 

  町内の野良猫的な猫の現状というものは、どういうふうに把握をしてみえるんでしょうか。

飼われている猫とかそういうのはいいんですけれども、私は、狭い範囲かもしれませんけれ

ども、町内にはかなり野良猫化している状態の猫がいるのではないかなというふうに思って

いますけれども、それを現状どういうふうに把握していますでしょうか。 

○環境課長 石原己樹君 

  苦情をいただいている地域などは、何匹か野良猫と言われるものがいるなというのは把握
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しておりますが、どの地域に野良猫が何匹いるかというような統計はとっておりません。 

  以上です。 

○９番 中村英子君 

  どこに何匹いるかということはわからないかもしれないですけれども、やっぱりこの野良

猫化している猫が、大体全域においてあちこちでいろいろ迷惑をかけたり、いろんな問題を

発生させていて、その数もやっぱり多くなっているのではないかなというふうに思うんです

けれども、全体として対策を立てなきゃいけないというような状況に私はなっていると思う

んですけれども、そこまでの状況に至っていないという考えなのか、そういう状況に至って

いるという考えなのか、ちょっとその辺よくわかりませんが、その把握状態を今聞いてもち

ょっとよくわからないんですが。 

  次に、殺処分というのは、今も行われているのかどうかということなんですけれども、動

物愛護協会は、殺処分はだめという、そういう立場でありますので、もうずっとこれは殺処

分するなという方向に来ているんですけれども、事実上、殺処分というものは行われている

のかいないのか、お願いします。 

○環境課長 石原己樹君 

  殺処分をしているのですかというご質問ですが、まず当然、町のほうではそういったこと

はしておりません。現在、愛知県の場合ですと、愛知県動物保護管理センターというところ

がありまして、そちらのほうでそういった処分はしております。こちらは中核都市を除いて、

あと名古屋市も除くんですけれども、平成29年度の事業概要というのが出ておりまして、そ

の中で、488頭が引き取りに適さなかった猫ですとか、負傷収容した猫で返還に至らなかっ

たものということで、その数字が上げられております。 

  以上です。 

○９番 中村英子君 

  町民の苦情があるのではないかなと思うんですけれども、どのような町民の苦情があって、

その苦情に対してどういうふうに対応をしていますか。 

○環境課長 石原己樹君 

  猫に対しての苦情に対する町の対応ですけれども、苦情の内容としましては、近所の方が

猫に餌をやっていると、それに伴ってふん尿のにおい、庭にされてその処理ですとかが困る

と、あと発情期の鳴き声、あとは車に傷をつけられた、時としてはごみをあさるなどとして

困っていますということで、注意してくださいというような苦情はよくいただきます。その

際、町のほうでは、餌やりをやっている方がわかるようでしたら、直接お話しして指導をす

る形になります。その場合は、まず飼い猫かどうかをお聞きしまして、飼い猫ならば、室内

飼いをしてくださいということをまずお願いいたします。いや、飼っていないよ、ただ餌を

あげているだけだよということでしたら、責任を持って飼い猫として家で飼うように処理を



－185－ 

するか、無責任な餌やりはやらないでくださいというようなことを指導する形になります。 

  あと、場合によっては、餌やりをやっている方がわからないですとか、複数にまたがるよ

うな場合ですと、町内会の協力を得て限定で回覧等、啓発のチラシを配ったりする形で対応

させていただいております。 

  以上です。 

○９番 中村英子君 

  今の答弁を聞きますと、何か苦情に対して丁寧に対応しているような印象をもらうんです

けれども、ちょっと私が町民から聞いているのと違うんですが、町民から聞きますと、大体

役所に言っても何もしてくれんというのがまずあるんです。言ったけれども、何もしてくれ

んと。それから、何を言っておるかといったら、餌をやらないでくださいと、それだけを言

っておると。そういうことを過去数年間にわたり聞いてきたんですけれども、今の答弁を聞

くと、何かえらい一々親切に対応しておるようですけれども、ちょっと実情と違うんじゃな

いでしょうか。結局、対応し切れていない部分というのがあると思うんですが、この野良猫

化した猫に町全体として取り組んで、何とかしていこうということを町としてやらなきゃい

けないと思うんですけれども、そういうお考えというのはないんでしょうか。 

○環境課長 石原己樹君 

  先ほどのご質問ですけれども、何もしていないんじゃないかということはなくて、先ほど

おっしゃったようなことはさせていただいております。苦情者の方には、猫を駆除してくれ

とか、捕獲してどうこうしてくれというようなお話もございまして、そういった猫を捕まえ

て駆除をするというようなことは、まず町としてはできないよということはお話をさせてお

ります。時には、野良猫なんかを捕まえたから引き取ってくれというようなお話もあるんで

すけれども、そういった方にも、町は引き取りはしていませんということでお断りする形に

なっています。そういったことを含めて言われているのかなとは思うんですけれども、対応

としては、基本的にはそういったことをお願いして、個別にいろんな状況がありますので、

直接餌をやっている方にはお話はさせていただいていますので、町としては、今のところそ

ういった状況で対応させていただいております。 

○９番 中村英子君 

  今捕まえて駆除することができないというお話があったんですが、動物愛護法の35条は、

引き取りというものを求められたときは、県はこれを引き取らなければならないというふう

になっているんです。そして、所有者の判明しない犬や猫も同様に引き取らなければならな

いというふうに書かれていますので、これは引き取ってほしいということを言われたら、引

き取らざるを得ないのではないですか、その先の県のほうは。だから、町が窓口になってい

れば、引き取って県に引き渡すということをしなきゃいけないんじゃないですか。それは全

然一匹も引き取っていないんですか。どういう状況ですか。 
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○環境課長 石原己樹君 

  引き取りの案件でございますけれども、現在、蟹江町を初め、基本的にはどこの市町も猫

の引き取りはやっていないと聞いております。動物保護管理センター、県のほうに聞きまし

ても、原則として猫の引き取りは行っていないというふうに言っています。一つには、猫と

いうのは、最初に言いましたけれども、飼い猫かどうかその判別がつかないというのがあり

まして、そういったことも含めて、猫の引き取りは行っていないというふうに聞いておりま

す。 

  以上です。 

○９番 中村英子君 

  以前は、そういうことで多数引き取りをして、ちょっと悪いんですけれども、よくないこ

とですけれども、処分していた時代があったかと思うんです。最近こういう条文があっても、

県は引き取らないんですよね、実際のところ。何も引き取らないで、市町村で何とかしてく

れという話なのかもしれませんが、そうするとこれはどんどんふえる一方なんですが、そこ

で、さっきも聞きましたけれども、町として野良猫化している猫に対する対策というものを

つくって実行しなきゃいけないと思うんですけれども、それをするんですか、しないんです

か、そこら辺をお伺いしたいんですけれども。 

○環境課長 石原己樹君 

  町としての対策ですけれども、当然、啓発活動をして、まず室内飼いの徹底をさせていた

だくのと、これはもう普及啓発ということで続けさせていただく形になるかと思います。も

う一つは、やはり無責任な餌やりをやめていただくように、これもまた個別に対応していく

のが一番いいのかなとは思っております。 

  以上でございます。 

○９番 中村英子君 

  そうすると、対策をしないということなの。個別にというのは、部分的にという意味です

よね。町内の状況を、野良猫化している猫が環境を侵しているわけですけれども、それに対

して全庁的に取り組むような施策をつくって、それに取り組むということはやらないという

ことなんですか。このままでいいというお話なんですか、今の猫の状態は。 

○民生部長 寺西 孝君 

  私のほうから答弁をさせていただきたいと思います。 

  現在、空前の猫ブームと言われていまして、猫ブームが去った後、さらに捨て猫がふえて

いくんじゃないかという懸念を私ども実は持っております。もともと飼い主のない猫という

のは、飼い主さんから捨てられたもので、飼い主の方が責任を持って飼っていただくのが大

前提ではございますけれども、そんな中にあって、今後猫ブームが去ったとして、捨て猫が

ふえるんじゃないかという、そこの部分に関して特に懸念しているんですけれども、まず一
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つの方法としてでございますけれども、地域猫活動団体等に登録いただくなどの方法をもっ

て、これはあくまでも一つの方法でございますけれども、地域猫の不妊手術等の助成制度、

そういったものも一つの方法ではあるのかなということで、担当課とも今協議を重ねている

ところではございます。 

  以上でございます。 

○９番 中村英子君 

  はっきりさせたいことがあるんですが、今答弁していただいたことをやっていても、考え

ているだけでは何のらちも明かないんです。ふえる一方なんです。それで、これを全庁的に

どうするかという施策、対策というのはつくってやる気があるのかないのかということをま

ずはっきりさせたいので、それをまずはっきり言っていただきたいと思う。 

○民生部長 寺西 孝君 

  地域猫の対策につきましては、各町内会の問題のある箇所、そういったものをもう一度よ

く精査させていただいて、そういったところに問題が出てまいりましたら、今申し上げまし

たような助成制度等も視野に入れながら進めてまいりたいと、そのように思っております。

それにつきましては、当然予算化も絡むところでございますので、まず実態の調査も含めて

やらせていただきたいなと、また、そういう地域猫の調査をしていただける方ともつながり

を持って、そういった調査をしてどれぐらいの数がいるのか、どれぐらいの問題が起きてい

るのか、そういったところで予算化を含めて考えていきたいなと、そのように考えておりま

す。 

  以上でございます。 

○９番 中村英子君 

  今部長から地域猫という言葉が出てまいりました。では、地域猫というのは何なのかとい

うことなんですけれども、これはもう平成22年から、環境省のほうからガイドラインを出し

たり、県も所有者のない猫の適正管理マニュアルというものを出しておりまして、各自治体

はこういう対応の仕方があるよということを紹介していると思うんです。そこの中で、地域

猫というやり方があるよということが示唆されているわけなんですけれども、この地域猫と

いうのは、ではどういう状況を言うかといったら、今野良猫になっている猫を、行政やボラ

ンティアや地元の人が、サポーターもその他周りの人もいますけれども、三者一体になって、

そこの猫を地域で管理するというやり方ですよね。だから、今は蟹江町内には地域猫という

のはいないんですよ。１カ所はやりましたので、１カ所はあるかもしれないですけれども、

地域猫という状態は、今蟹江町にはないのではないですか。これからその方法で取り組んで

いけるのかどうかという検討をまずしてもらわないといけないと思うんです。その検討はま

だされていないんですか、地域猫という状態をつくっていくという検討、これを部分的にや

っていても、１カ所１カ所でも効果はありますけれども、これをやっていこうという検討を
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してそれを実行しないと、何のらちも、現状を言えばふえるばかりか、もう何もそれこそア

イキャンノットになっちゃうので。だからその辺をちゃんと対策を立てるなら立てる、その

ためにはこれとこれに協力を依頼して、こういう形でやるという仕組みをつくって進めない

とできないのではないですか。行政だけでやれるんですか。どうでしょうか、その辺は。 

○環境課長 石原己樹君 

  先ほど議員のおっしゃいました地域猫でございますが、議員がおっしゃったように、簡単

に改めて説明させていただきますと、これはいわゆる飼い主のいない猫を地域で適切に飼育

管理する形の活動でございます。こちらは、まず地域の住民の方の理解と協力がなければで

きません。この場合、いわゆる動物ボランティアの方、それと実際に地域の方、さらに橋渡

しをする行政、大体３者ぐらいで協働して行う活動になります。餌やりとかトイレ、そちら

のほうも、地域の方たちが適切に管理しなければいけません。その上でいわゆる捕獲をしま

して、それを去勢してもといた場所に返す。それでしばらくそれを適切に管理しながら、去

勢した猫をふやして、最終的には問題がないようにしていこうという活動になります。です

から、当然地域の協力があって、議員の先生もおっしゃったように、ボランティアの方でそ

ういったような活動をされている方もいますので、そういった形の協力があれば当然いい方

法かなとは思っております。 

  以上です。 

○９番 中村英子君 

  私は、数年間にわたってこの猫の問題を、江場課長でしたか、以前の方にもいろんなこと

でお話をさせていただいてきて、ここに来てようやく一歩踏み出して、対策をとってもらえ

るのかなというところまで来ていたんですけれども、しかし事実上何も進まないようなので、

あえて質問ということをしたわけですが、今課長が言ったように、これを地域猫状態にする

には、行政がやっぱり中心になって、よく知っている猫のボランティアさん、そしてまた地

域の方々、それからその周りの餌をやる人とか、そういう人たちのご協力をいただいて、そ

の人たちのご協力のもとで今ある命を末永く生かしていく、そしてまた地域の苦情もそれに

よってなくなっていくという、そういうやり方なんですが、ここに必要なボランティア、そ

してまた地元の人たち、餌をやる人たち、こういう人たちのご協力を得て一つの仕組みがで

きるという自信がありますでしょうか。 

○環境課長 石原己樹君 

  自信があるかということですが、一応、所有者のいない猫の適正管理マニュアルというの

を、愛知県のほうでつくっておりますので、もしやるようでしたら、これに基づいてやるよ

うな形になるかと思います。議員もおっしゃったように、何よりも地域の方たちの協力が必

要になりますので、当然すぐに結果が出るものでもありません。中には何でそんなことをや

らないといけないんだという、猫の苦情をされる方がおりますので、そういった方たちと地
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域の方たちとのお話し合いが必要になってくるかと思います。そういった啓発活動ですとか、

当然行政も間に入ってできるのかなとは思いますけれども、これに沿ってやらせていただく

ような形になるのかなと思います。愛知県のほうも、地域猫については説明会というのか、

講師みたいな方を派遣するような事業もやっておりますので、そういったものを地域の方に

説明していただくにはいいのかなと思っております。 

  以上です。 

○９番 中村英子君 

  ちょっとかみ合わないね。もうちょっとこのマイクを口につけて言ってもらえるかな。 

  ちょっと生の話ですけれども、私も猫のボランティアの方々を知っておりまして、それで

去年、話のまとめとして、その人たちに参加してもらおうというお話がありましたね。この

方々は何をやるかというと、実際にそこの現場に行って猫を捕獲するというか、ケージに入

れる作業をして、まず捕獲して捕まえてきて、それを一匹一匹犬猫病院に連れていって、避

妊なり去勢なりしてもらって、そして翌日それを引き取りに行って、その後もとに戻して、

もうそこにふえないようにという活動が基本的にあるわけ。この基本的な活動にめちゃくち

ゃ時間と労力とお金がかかるわけ、ご存知ですか、めちゃくちゃかかります。簡単に猫一匹

捕まえるといったって、捕まえられませんよ、素人は。一匹にだって２、３時間ぐらいかか

っちゃうんですよ。でもそれを根気よくやっていただいて、そしていい環境にしてもらうん

ですけれども、これは大変な労力もいるし、お金もいるんです。大体一匹の猫の去勢や避妊

の費用といったら、平均１万5,000円ぐらいするかな、安いところもあると思います、遠く

へ持っていくと5,000円ぐらいのところもあるとか、いろいろ病院によっても違うみたいな

んですけれども、またそのボランティアの人たちが遠くまで持っていって、本当に必死にな

って安く上げようとしているんです。 

  そういう地道な活動をしている方がいて、その人たちの協力も得て、何とか行政と一緒に

なってやろうよということでお話をしているときに、これを町の協働事業として取り上げて

やるというお話があったことは事実でありますよね。協働事業として取り上げてやれば、で

きるのではないかという町のほうの思いだったかもしれませんけれども、結局、この協働事

業では、猫のサポーターの皆さん、ちょっとやりにくいのかどうかわかりませんけれども、

話はまとまりませんで、今の何も手つかずの状態のままになったんですけれども、私はその

時点においても、これは協働事業にはなじまないよということを言いましたけれども、あえ

て町がそういう方法でやるというふうなことでありましたので、そういうことになって、結

局はもう手を引かれたわけですけれども、どうしてそういうことになったのかという理由に

ついてはどのように考えているのでしょうか。 

○環境課長 石原己樹君 

  議員のおっしゃった協働事業、こちらのほうに、平成30年度の協働地域づくり支援事業と
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して、ＴＮＲ、地域猫活動の略なんですけれども、地域猫活動という形で、事業として手を

挙げていただきました。審査会を経まして、採択をされて契約という段階に至ったんですけ

れども、その契約の団体の本部のほうから、いわゆる契約の内容が町からの委託事業だとい

うことで、会の方針と違うということで、辞退されたというのが経緯でございます。その中

で、蟹江の代表の方は、それでもちょっとやりたいというようなことをおっしゃっていたん

ですけれども、一度持ち帰って本部と相談するということで、結果的に今回は辞退するとい

うお話は聞いております。ただそのときに、蟹江の代表の方とはお話ししたんですけれども、

町としてできることは当然あるので、できることはお互い協力していきましょうというよう

なお話はさせていただきました。 

  以上でございます。 

○９番 中村英子君 

  猫のボランティアの方々とどうかかわりを持っていくのかということはとても大事で、ポ

イントだと思うんです。この人たちの存在なくして地域猫というのはつくれないですよ。や

れないんじゃないですか。 

  それで、辞退することに至った経過も多少は聞きましたけれども、少し町の捉え方とボラ

ンティアの方々の考えていることに、ちょっと私はずれがあると思うんです。さっきも言い

ましたように、この地域の猫の問題をどうするかというのは、行政が考えて対応しなきゃい

けない問題だというふうに思うんです。そのことはわかってもらっていると、そうですか、

そうですよね。だから、これは大きく言えばごみ問題とも一緒なんです。要するに、町がこ

れはやらなきゃ、公共の仕事なんです、これは。一人や二人が解決できる問題じゃないです

から。みんなの問題というのは公共の問題なので、公共の問題というのは行政が担当して解

決しなきゃいけない問題なんです。だから、本当に極端に言えば、ごみ処理と一緒なぐらい

行政に義務のある仕事なんです。そのことをわかっていなくて、ボランティアさんにこれを

委託しようと、事業費を払って協働事業の中で委託しようとしたわけですよね。委託すると

いったって、このボランティアの皆さんは業者じゃないんですよ。全部自分たちの善意で、

やっぱり今生きている命は大切にしようと、そしてできることはやろうという、本当の善意

の思いで時間も労力もそれからポケットマネーも出してやっている、そういう善意団体なん

です。この人たちに委託費を払って委託して、まるで業者のような扱いをしてやってくださ

いと言ったって、そこはもう皆さんの考えていることとずれがあるから協力を得られなかっ

たということだと思うんです。 

  ですから、私はその辺のところはきちんと整理して、行政の役割、そしてまたボランティ

アさんの協力を得るところ、そしてまた地域の人たち、これは地域の餌やりの人たちも協力

しないとできませんので、そういう方々とか、それを十分に精査し、それから役割の範囲と

いうものをきちんと示して、平等な立場で協力し合いましょうということにならなければ、
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なかなかこれは前に進めないと思うんです。実際に直接猫に携わってそれに対応してくれる

のはそのボランティアの方々ですから、その辺のところを履き違えると、物事というのは進

まないんじゃないかなというふうに思いますので。答弁はありますか。ちょっとお願いしま

す。 

○民生部長 寺西 孝君 

  協働地域づくり事業にご応募いただいた団体さんには、私どもからの委託事業という形で

捉えていらっしゃるのかもしれませんけれども、委託事業というのは、私たち的には、その

点では実は誤解だと思っております。まさしく協働事業でございますので、行政と町内会と

ボランティア団体、その３つが三位一体となって、その地域の地域猫の問題を解決していこ

う、その中で委託料という名目でお支払いをさせていただく、その委託という名目が、どう

も団体さんにとっては町からの委託を受けてやるような、一方的に押しつけられてやるよう

なイメージにとられて、今回辞退に至ったというふうに私は聞いております。 

  しかしながら、この事業につきましては、猫を排除するのではなくて、命あるものとして

共存して生きていくことが大前提だと思っておりますし、もちろんその地域の中には猫が好

きじゃない人、猫を飼ったことがない人もいらっしゃる中で、地域の中の合意を得ないとこ

の事業というのはやっぱり進んでいかない、まさしくこれは協働事業でございまして、先ほ

ど私少し答弁させていただいたんですけれども、この団体さんにステップアップをしていた

だいて、地域猫活動の団体登録をしていただいて、行く行くは将来的には地域猫の不妊手術

等の助成活動をやっていただくということで、一頭幾ら、去勢で幾ら、不妊手術で幾らとい

うような形で、活動費に対してそのような形でお支払いをさせていただくような団体に成長

していただけるといいなという、そういう思いを行政としては持っていたということをご理

解いただけると助かります。 

  以上でございます。 

○９番 中村英子君 

  ちょっと理解がよくできませんが、私もその委託契約書というのを見せていただいたんで

すけれども、やっぱりそれは業務を委託するという形になっていまして、その業務を委託し

て、それがきちんとやれるかどうかチェックもしていきますよというような書き方になって

いるものなんです。ですけれども、そこには、ではこれが全体の事業であり、そしてその中

で行政はどこの部分を担いますよ、地域にはどうしますよ、こういう役割分担を全部並べて

書いて、みんなでこうしましょうというものにはなっていないじゃないですか。なっていれ

ば納得しますよ、なっていないからそれはできないという話になったんじゃないですか。そ

こはずれていると思うんです。だから、もしそういうことでご協力をいただくのならば、や

っぱり行政が主体になって、きちんと役割分担をこうしてこうしますよと、そしてその連携

の中で今から始めますということを、やっぱりこれは嘱託員会議でも言わなきゃいけないし、
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全庁的にも言わなきゃいけないので、そういう仕組みをきちんとつくって、その中の一部分

でここの部分をしてくださいという形の中で物事全体が進めば、それは別にノーとは言わな

いんじゃないですか。そういうことをきちんと示されていなかったと思うんです。曖昧だっ

たと思うんです。だから、それはちょっと私はもう本当にずれているなという印象はあった

んです。 

  市町によっては、ボランティアに頼まないで、職員が出ていって捕まえているというとこ

ろもあると、ちらっと聞いたんですけれども、そんなことまでやったらあり得ないですよね。

これを成功している市町の例というのがあるんですけれども、物すごく激減しまして、10分

の１ぐらいになっているという先行的な市町があるんです。皆さんも研究していると思うん

ですけれども、先行してもうかなり前からやっているところは、もう10分の１くらいに現状

はなっていると、前より非常に改善されたといって取り組んでいるところがあるんです。そ

ういうところは、成果が出ているんですけれども、その成果を出すには、やっぱり自分たち

がやろうという主体性の中で物事をやっているということが伝わってくるじゃないですか。

そうすると、ちょっと課長とは意見が違いますけれども、行政は何もやってくれないだとか、

餌をやるなと言うだけだとか、そういう苦情というのがこっちに入ってくるということはな

いはずなんです。 

  だから、自分たちがこれでいいと思っていることは、実はそうじゃないんだよというその

発想、それをちゃんと押さえてもらいたいの。そうしないと、これはいつまでも現状のまま

で解決できないですよ。私はその辺のところを強く担当者にも要望したいし、腰を据えて何

年度からはちゃんと取り組むんだという姿勢で、解決に向けて政策を出していただきたい。

そうしないと一向に変わりません。どうですか、出してください、政策を。来年度なら来年

度でもいいですけれども、ちゃんと政策を出していただきたいと思う。 

○町長 横江淳一君 

  中村さんの意見はよくわかりました。若干ずれがあったと思います。私も審査会にはちゃ

んと顔を出しておりまして、ちょっとニュアンスが違います、はっきり言いますと。ただ、

捉え方によってそう捉えられたのは本当に残念でしたし、我々もそれを一つのきっかけとし

て前に進めるといいねということで、そこで合意して別れさせていただいたのも事実であり

ますので、ちょっと我々としては、そこのところの意思の疎通がなかったのは反省をさせて

いただきます。 

  ただ、何もやっていないということではなくて、中村議員のほうからせっかくそういうボ

ランティアさんがおみえになるよということも数年前から聞いておりましたので、いい機会

だなと思って我々もスタートをさせたのは事実であります。ただ、上部団体という方がお見

えになりまして、ちょっとそれが僕もわかりませんが、現在、中村さんと親交がある方なの

かどうかわかりませんが、蟹江に見える方は環境課へ行って、これからも協力をさせていた
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だきますというようなことはおっしゃったようでありますので、一つのまだ細い糸はつなが

っていると思います。ある意味それをしっかりと、また中村議員にもご協力いただくかもわ

かりませんが、しっかりと前へ進めていきたいと思っておりますので、よろしくご協力をお

願いしたいと思います。 

  以上です。 

○９番 中村英子君 

  実は、猫に優しい人は、人間にも優しいんです。ボランティアの人はとても優しい人、心

が大きくて。だから、本当に協力していただけると思うし、ちゃんとした合意の上でやって

いけば、できるんじゃないかなと私は思っています。本当にいい人たちで、頭が下がるんで

す。なりふり構わず一生懸命猫の世話をしてみえて、本当に私は頭が下がります。いい人た

ちですので、そういういい人たちのご協力というのは、町政にも大切なことですよね。そう

いう人を失うことがあるような行政であってはならないので、そういう優しいいい方々のご

協力を、今言ったように、きちんとした政策に位置づける中で納得してもらい、協力しても

らいながら、地域猫ということに持っていけるように進めていくべきだから、そういうふう

に言っておきたいと思います。 

  それで、ちょっとつけ足しになりますけれども、私のちょっと地域猫化した一地域の経験

について言わせていただいて終わりにしたいと思うんですが、昨年の８月ですけれども、私、

近鉄蟹江駅の北側のところなんですけれども、二十二、三匹の猫を発見いたしまして、何だ

ろうこれはという感じで非常に驚きまして、それで、私は優しい本当にいい猫のボランティ

アをやっている人が知り合いですので、早速彼女に連絡しまして、その団体のご協力を得ま

して、本当に夏の暑い日、昨年の８月に、もう彼女たちは一生懸命一匹一匹それをケージに

入れて、その二十二、三匹に対して対応をしていただきました。子猫もいましたので、子猫

は譲渡をするということで、もらい手を探すということを一生懸命やってもらって、子猫は

子猫でもらい手を探してもらって、成人の猫は10匹ぐらいだったと思うんですけれども、一

匹一匹本当に時間をかけて捕まえて病院に連れていき、そして手術をしてということで、ま

た戻していただくということをやりまして、そのときに、雌の猫の中にはもう４匹も５匹も

いた猫もいたりしまして、これはまたここで５匹ぐらいふえるんだったねみたいな話だった

んですけれども、そういうことがありまして、やりました。 

  そのときに、大勢のボランティアやサポーターに手伝ってもらったんですけれども、かか

った費用が、またそれが目の病気の猫もいましたので、その手術もしたんですけれども、合

計成人では10匹ぐらいやったんですけれども、その費用が二十二、三万円かかったんです。

では、この費用を誰が持つかという話なんです。誰が持つんですか、これは。それで、この

費用はもちろんそのボランティアの人もポケットマネーを出すし、カンパももらうし、そこ

の餌をやっておった人からも出してもらって、本当に高齢の方で、年金暮らしの方で申しわ
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けないなと思ったんですけれども、数万円も出してもらって、本当にカンパもいただくとい

う形の中でその同額を確保して、そしてそこを払っておさめたんです。 

  非常にそこはいい状況になりまして、もちろん猫のトイレとかそういうのもきちんと管理

して、かなりいい状況になりましたので、周辺からの苦情というものもなくなってきたと、

行政にありがとうという電話もあったと、行政は何もしていなかったと、そういう話も経験

したんですけれども、またそういう部分に、非常にこれは大変な作業で、またそれをお願い

していったということで、ちょっとつけ足しになりましたけれども、そんな経験もお話しし

ながら、取り組んでやればそういう状態がつくっていけるんだということを私も実感しまし

たので、くどくなりますけれども、きちんと前面に政策をつくって、その中の役割分担をき

ちんとし、このことを一つずつ進めていこうということでやっていけば、かなりの箇所でそ

れは減少していくし、いい環境になっていくと思いますので、ぜひしっかり取り組むという

ことをここで強く申し上げまして質問を終わりますので、ありがとうございます。 

○議長 奥田信宏君 

  以上で中村英子さんの質問を終わります。 

  以上で本日の日程は全部終了いたしました。 

  本日はこれにて散会をいたします。 

（午後１時55分） 
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